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令和４年第３回牛久市議会定例会 

 

議事日程第３号 

    令和４年９月６日（火）午前１０時開議 

 日程第１．一般質問 

        ――――――――――――――――――――――――― 

午前１０時００分開議 

○杉森弘之 議長 おはようございます。 

 本日の会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を行います。 

        ――――――――――――○―――――――――――― 

 一般質問 

 

○杉森弘之 議長 初めに、１６番黒木のぶ子議員。 

      〔１６番黒木のぶ子議員登壇〕 

○１６番 黒木のぶ子 議員 皆様改めまして、おはようございます。市民クラブの黒木のぶ

子です。 

 最初の質問では、急激な物価高騰から、それぞれの生活者に寄り添った３項目を質問いたし

ます。 

 まず、家計の負担軽減として、水が挙げられます。現在、ガス、電気、水道を含め急激な物

価高騰が市民生活を直撃し、そこここで悲鳴を上げているのが今の市民の現状です。物価高騰

は、ウクライナとロシアの戦争や急激な円安の影響とはいえ、ほぼ生活必需品全般で 1万８，

５０２品目に及び、今後も値上げが想定されているとのことです。 

 中でも戦争や円安とは無関係な理由からですが、県南水道が今年度から２３％もの大幅な値

上げに対し追い打ちをかけているのが、過去最多記録とされました猛暑日です。特に夏は水の

需要が多い中での今年は猛暑続きで、シャワーや洗濯、庭の水まきなど、その頻度も多くなっ

たとのことです。加えて牛久市では在宅介護をされている家庭も多く、２４時間洗濯機をフル

稼働している家庭がほとんどだというふうに聞いておりますが、そうだとすると、こうした市

民への救済処置といたしまして、水は生活の要で幅広く市民の負担軽減につながる点を考慮し、

上下水道の基本料金の相当額等を免除することについて執行部の御所見を伺いたく、また、財

源につきましては、使い勝手のよいとされております国の物価高騰対策交付金等の活用が考え

られはしないかということで、質問いたします。 



 

○杉森弘之 議長 野島正弘建設部次長。 

○野島正弘 建設部次長兼下水道課長 まず、上水道料金の免除等についてお答えいたします。 

 牛久市の上水道事業につきましては、近隣の取手市、龍ケ崎市、利根町と共に県南水道企業

団が運営をしております。同企業団に確認しましたところ、老朽化した配水場や水道管等の更

新、水道施設の耐震化を進め、今後も安定した水道事業経営を維持継続し、将来にわたり安全

安心な水道水を供給するため、本年４月１日から約２３％の料金の値上げを行ったとのことで

す。 

 上水道料金の減免については、同企業団は地方公営企業として経営に要する経費を水道料金

収入によって賄う独立採算制により運営を行っているため、減免については実施する予定はな

いとのことでした。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の発生により収入減などの影響を受けた方々に対

し、申請があれば下水道料金も含め料金の支払い猶予を行っており、令和２年４月から本年８

月末までに、上水道料金が３０件、下水道料金が２７件の支払い猶予に対応しているとのこと

です。 

 上下水道料金の支払い猶予については、今後も継続して受け付けていくとのことですので、

御理解をいただきたいと存じます。 

 次に、下水道料金についてでございますが、牛久市の下水道事業につきましても、令和２年

度より地方公営企業法を一部適用し、県南水道企業団と同様に独立採算制による運営を目指し

ているところです。しかしながら、牛久市の公共下水道事業を取り巻く状況は、既存施設の維

持管理費の増大や市内人口の減少傾向に伴い使用料収入の減少が見込まれるなど、非常に厳し

い状況となっております。また、令和３年度末における牛久市の全世帯数３万７，６６３世帯

に対して、下水道を使用している世帯数は３万１，６２２世帯となっており、６，０００を超

える世帯の方が、浄化槽やし尿くみ取りにより生活排水を処理していることからも、下水道料

金の減免を実施する予定はございません。 

 なお、下水道事業における生活支援策の一つとして、生活困窮により生活保護を受給されて

いる方に対しましては、受給中の全期間において下水道使用料を１００％減免しておりますの

で、御理解を賜りたいと存じます。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 今の料金の支払いを少し猶予を持っているってことは少しはい

いことかなというふうに考えますが、しかしながら、猶予はあるにしても支払わなければなら

ないというのは同じでございますので、再質問といたしまして、８月２日の朝日新聞で、御存



 

じのとおり茨城県内の市町村では上下水道を含め物価高騰での対応策を様々に打ち出している

ことが掲載されておりました。上下水道関連では、ちなみに稲敷市では上下水道の料金を８月

から来年の３月分まで基本料金の４０％の減額、また、期間や事業内容については、各市町村

まちまちですが、古河市、境町、東海村、潮来市などが、住民の軽減を図っているとのことで

す。 

 この物価高騰の時期に加え、以前より県南水道は高い高いとされ、今回の大幅な値上げに対

し市民からの苦情が相次いでいるのです。 

 岸田文雄首相は、新しい資本主義というわけの分からない経済政策を掲げておりますが、 

今の日本は、富む者とそうでない者の差が広がるばかりで、一般的な市民にとりまして、自助

努力にも限界があります。そうした中で、政治は民意を反映しなければならなく、政治家はそ

の役割を担っていることになります。他市町村ができるのに、なぜ牛久市はできないのかとの

問いも相次いでおります。 

 そこでお聞きいたしますが、今回の国からの数回にわたっての交付金は、使い勝手がよいと

され、イカの姿のモニュメントを作った市もありましたが、牛久市はこの交付金の使い方に対

し、どこに主眼を置かれ、分配をされ、また、急激な経済変動であることから、財政調整基金

等で上下水道の基本料金の相当額の免除等に対しましての考えを併せ、再度お聞きいたします。 

○杉森弘之 議長 二野屏公司経営企画部次長。 

○二野屏公司 経営企画部次長兼政策企画課長 本市における新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金の活用につきましては、国において定めました実施要領に基づき、新型コ

ロナウイルス感染拡大の防止策や原油価格・物価高騰等総合緊急対策等を念頭に、各課から提

出されました事業内容を精査し、優先順位をつけながら事業計画を策定しているところであり、

今般、提出しております一般会計補正予算に計上しているところでございます。 

 財政調整基金につきましては、経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合や

災害により生じた経費、緊急に実施することが必要となった大規模な土木その他の建設事業等

のために必要な場合に基金を取り崩して使用することができます。これまでも同様となります

が、市民サービスの低下につながらないよう各課から要求がなされた事業に関しましては、事

業の必要性や、最小のコストでかつ最大の効果による事業内容であるかを検証し、市の施策と

して必要な事業につきましては、国、県補助金、その他特定財源等の有無の検討を行い、財源

に不足が生じる場合には、財政調整基金に限らず、特定目的基金を含めました基金の取崩しを

検討してまいりたいと考えております。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 ただいま御答弁いただきましたけれども、度重なる国からのい



 

ろいろな名目での交付金に際しましては、実施要領において、優先順位をつけて、それで使わ

れたということでありますけれども、先刻申しましたように、水はやはり一番生活にとって大

切であり、そして必須とされるものであるわけですから、その辺につきまして考え方というこ

とではありますけれども、この財政調整基金等で今、公平に使うことができるという意味では、

上下水道の基本料金等の減額等が一番平等性に付すのではないかというふうに考えるわけです

が、その辺につきましては、先ほど担当上下水道課の次長のほうからも答弁がありましたけれ

ども、県南水道というふうなものとは別個としての政治的に考えていかなければ、なかなかで

きないと思います。この件につきましては、国が今回の国葬なんかも予備費というものが総理

の独断で使える。牛久におきましても財政調整基金とは、市長の考え方一つで使えることがで

きるんではなかろうかというふうに考えるところでありますので、この辺につきましては、市

長がどのように考えられるのか、お聞きしたいと思います。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 １つに、私が独断で使える資金と言いますけれども、これはやはり私独断

じゃなく、職員、そして皆様と合意を得ての話でございまして、私はそういう権限があっても

皆さんと決めることが基本的な考え方であります。 

 また、さきの上下水道の減免でございますけれども、県南水道に私たちは所属しております。

その中でもいろんな議論をいたしましたが、今こういう状況になっているわけでございます。 

 また、この交付金についても、公平に、弱者の方といいますか、そういう公共交通、それか

ら様々な環境の中での生活されている中において公平性、例えば、これはちょっと言い過ぎか

もしれませんけれども、上水にしても、井戸水を使っている方もございます。下水については

合併槽も使っている方もおります。ですから、そういう環境の立場の様々鑑みて全ての市民の

皆さんが公平性を感じるところでの私は交付金の使用についていることが、最大の観点でござ

います。 

 よろしくお願いします。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 それでは、次に、家計の負担軽減策の２番目といたしまして、

小中学校の給食費の無償化についてお聞きいたします。 

 ６月議会で同僚議員が同様の内容で質問をされておりますが、御答弁は、食材の高騰で、国

の物価高騰への交付金を活用しても給食費を値上げしないようにすることが精いっぱいの措置

で、無料化につきましては難題であるとの内容だったと記憶しております。 

 しかし、子育て世代は、一般的に収入は多くはなく、何かと出費が多く、冒頭申し上げまし

たように急激な全ての物価高騰で生活に行き詰まってしまいそうだとの声も寄せられておりま



 

す。そのことに配慮し、この時期、近隣の市町村においても、１年間だけとか、または数か月

間だけとか期間限定で物価高騰への激変緩和策として実施されている市町村も多く見られます。

どこに住むかでの自治体格差を生じさせないためにも、期間限定であっても、やはり給食費の

無償化は必要ではないだろうかというふうに考えているところです。お考えをお聞きいたしま

す。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化いたしまして、食料品が原料、

それから石油価格、様々なものが高騰、値上がりしてございます。また、ロシアのウクライナ

への侵攻や円安の進行など、社会的要因にも大きな、物価高騰のことを影響していると考えて

おります。 

 ６月の議会にも答弁いたしましたが、牛久の学校の給食においても、国から発せられたコロ

ナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策としての感染症対応地方創生臨時交付金の活

用をしての給食の賄い費の高騰分を保護者の皆様に負担を求めるのではなく、これまでどおり

栄養バランスの整った量を確保した学校給食が提供できるように、市としては支援を行ってま

いります。この支援につきましては、こういう支給費のある前に私たちは学校、教育委員会で

判断しまして、その後にこのような制度が参った次第でございます。 

 そしてまた、生活困窮する世帯に対しても、就学援助としての学校給食費の支援をしている

ところでございます。 

 議員がおっしゃるとおりでございますが、県内一部の自治体では、学校給食について期間限

定で無償化、３分の２の補助などをしているところございます。保護者の皆さんの軽減のため

には、取組が見られるところでございますけれども、一方、学校給食については、学校給食法

第１１条により、学校給食の施設や設備並びに運営に要する経費は、学校設置者、つまり市の

負担、それ以外の学校給食は学校給食を受ける保護者の負担とすると定められているものでご

ざいます。 

 また、牛久市においては、年間、小・中合わせて給食賄い材料においては３億８，０００万

円かかっております。今回の公費投入により、保護者の負担については従前と変わらない水準

に抑えられていることから、それ以上の助成になる給食費の無償化については、慎重にならざ

るを得ない状況です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 ただいま市長のほうから御答弁いただきましたが、給食材料の

高騰分に対しては国からの臨時交付金で補塡し、食材の値上げ分については保護者へ負担を求

めないとの御答弁でした。それとともに、学校給食法第１１条を引用なされ、給食法の位置づ



 

けについても述べていただきましたが、学校給食の食材の高騰については、県内あまり違いは

ないのではないでしょうか。これらを踏まえ、牛久の政策的な考えから申し上げているわけで、

県内の幾つかの市町村は学校給食費を期間限定で無償化することや、補助をすることが保護者

の負担軽減を図るということこそ、この時期の市民に対する重要な物価高騰に対する支援では

ないかとの取組をなさっているということです。 

 先ほど答弁いただきましたように、牛久市は小・中の給食費、確かに３億８，０００万円と

いう１年間かかるということなので、その半年間の期間限定であっても約２億円ですが、困窮

者のみならずともボーダーラインすれすれの生活世帯も多いというふうに漏れ聞いているわけ

です。そうした中で、しつこいようですがやはり期間限定、そして一番未来を背負っている子

供たちのための、一つの牛久市の政策としてやられてはいかがというふうに考えるところです。 

 何回しつこく聞いても、なかなか発展的なというか、改善的な答弁はいただけないとは思い

ますけれども、やはり執行部と市民との間に挟まっております立場上、その辺につきましては

しっかりとそのボーダーラインのすれすれでなかなかその恩恵にあずかれないという保護者の

方たちもたくさんいることも事実でありますので、ぜひ、その辺に関しましてもう一度御答弁

をいただければと思いますが、市長、いかがでしょうか。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 各自治体においても数々の支援策というのを打ち出しております。うちで

もそれぞれの立場で支援策を打ち出してございます。その市にとって今が一番、確かに子供の

環境を整えるということは私は大切なことと思います。ただ、私たちの今牛久の置かれている

経済、それから福祉、そういった様々な環境において、その限られた財源を皆さんと平等に皆

さんのためになるような施策というのを私たちは優先に考えている。やっぱり財政もございま

す。そしてそのような市町村の環境もございます。そのような中で私たちはこのような補助を

選択しているわけでございます。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 やはり思ったとおりの答弁で、市民のほうにその辺につきまし

ては十分に伝えるようにいたします。 

 次に、家計負担軽減についての３番目となりますが、低所得者の子育て世帯への支援につい

て質問いたします。 

 諸物価高騰の折、国も生活支援特別給付金として、低所得の子育て世帯に対し５万円を給付

することになっておりますが、テレビ等の報道等で御存じのように、今後も値上げラッシュが

続くとのことでありますから、国からの５万円に加え、物価打開の緊急避難対策といたしまし



 

て、牛久市の独自政策として、国の給付額と同額か、またはそれ以上の給付額を国の給付額に

上乗せをして給付する必要があるとの考え方から、今回の質問となりますが、執行部のお考え

をお聞きしたかったわけですが、過日の茨城新聞の記事によりますと、県は９月の県議会で、

低所得者の子育て世帯への支援を児童１人当たり５万円を支給する予定とのことです。２人い

れば１０万円ということですので、この給付額も県議会で可決されました場合でも牛久市の独

自政策として存在感を示すためにも低所得者世帯に対しまして、家計の負担軽減のためにも、

さらに支援金の上乗せ給付についてはどのように考えられるのか、御所見をお聞きいたします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、天候不

順や紛争などにより、食費等の物価高騰は全国民に重くのしかかっています。 

 特に、非課税世帯等低所得の子育て世帯においては、家計に大きな影響を与えています。低

所得の子育て世帯に対する給付金の実績といたしましては、令和３年度に、国の施策である児

童１人当たり５万円の低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金を対象児童

１，４３５人、受給者８９６人に対して７，１７５万円支給いたしました。 

 また、県独自施策の児童１人当たり５万円の茨城県低所得のひとり親世帯に対する生活支援

特別給付金を、対象児童８６６人、受給者５７４人に対して４，３３０万円を支給いたしまし

た。 

 本年度におきましても、国の施策である児童１人当たり５万円の低所得の子育て世帯に対す

る子育て世帯生活支援特別給付金事業を実施しており、令和４年８月末時点で、対象児童１，

２６６人、受給者７８５人に対して６，３３０万円を支給しております。この給付金の申請に

ついては、令和５年２月２８日火曜日必着となっております。 

 また、現在、茨城県において、県独自の低所得の子育て世帯に対する給付金事業の実施に向

けた準備が行われておりますので、市では、実施が決定次第、対象となる方に速やかに給付金

を支給するための準備を進めております。 

 市独自の給付金事業につきましては、令和３年度地方創生臨時交付金を活用し、児童１人当

たり１０万円の子育て世帯への臨時特別給付金事業において、所得制限により対象外となった

世帯、対象児童１，５８１人、受給者９８９人に対して１億５，８１０万円の支給を実施した

経緯があります。 

 今回の物価高騰対策においては、低所得の子育て世帯に対し支援が必要ではないかという議

論はありましたが、低所得の子育て世帯だけでなく、全世帯がひとしく影響を受けていること

から、市として、公平性を鑑み、対象や金額を限定した個別の支援ではなく、小中学校や幼稚

園、保育園の給食費等において、給食の献立内容や保護者負担額において影響を受けないよう



 

に補塡することといたしました。 

 今後も、子育て世帯を取り巻く経済状況等を見極めながら、国や県の動向を注視し、市独自

の給付金の必要性について検討してまいります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 今、部長のほうから御答弁をいただきましたように、低所得者

の子育て世帯を取り巻く経済状況等は大変厳しいことと考えられますので、市におかれまして

は、その場面場面で的確な判断とともに市独自の給付に対しましても、必要に応じ検討すると

のことですから、御期待を申し上げ、次の質問に移ります。 

 ２番といたしまして、介護離職について質問いたします。 

 牛久の介護離職の現状についてお聞きいたしますが、２０００年度から介護制度が施行され

ております。制度施行当時の施設介護は、要介護度に応じ１割負担が、その１割負担であった

のが２００８年４月から安易な利用に歯止めをかけるとして、差額ベッド代や介護施設の居住

費として部屋代、食費等の光熱水費等の負担などが自己負担ということになったわけです。 

 そしてまた、国民年金等の低所得者でも１，０００万円以上の預貯金があれば、その差額分

の経費に対しましては自己負担となり、制度施行当時からすれば本当に自己負担が重くなって

まいりました。それに加えて、今度は２０１９年度には、施設介護から居宅介護として政策転

換をして、そうした中でも、国は介護離職者ゼロと明言しておきながら、２０２０年の厚生労

働省の雇用動向調査の介護離職統計では、介護等の理由で離職した人は約７万１，０００人と

のことです。 

 牛久市の場合、２０１９年の在宅介護の転換から、介護のために離職された人数等を把握さ

れているのかどうか、お聞きいたします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 在宅介護の実態把握に関しましては、２０１８年１１月２８日か

ら２０１９年８月１日までの期間、「在宅介護実態調査」を実施いたしました。これは、現在

の第８期牛久市高齢者保健福祉計画・牛久市介護保険事業計画の策定に当たって行ったもので、

更新または区分変更のいずれかの介護認定調査を行った際に、「主な介護者が行っている介

護」や「今後の就労継続の見込み」などについて聞き取り調査を行ったものです。 

 「今後の就労継続見込み」につきましては、初めに、フルタイム勤務と答えた方１２２名の

うち、「問題なく続けていける」と答えた割合が２５．４％、「問題はあるが何とか続けていけ

る」と答えた割合が５６．６％となっており、合計で８２％となります。 

 次に、パートタイム勤務と答えた方８４名のうち、「問題なく続けていける」と答えた割合



 

が４６．４％、「問題はあるが何とか続けていける」と答えた割合も４６．４％となっており、

合計で９２．８％となります。 

 このことから、主な介護者の御尽力は当然に大きいものとは思われますが、８０％以上の方

が介護離職はせずに、在宅で介護を続けている状況を把握しております。 

 なお、この在宅介護実態調査ですが、令和５年度に第９期計画の策定を行うことから、今月

中旬以降より段階的に実施できるよう準備をしております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 今部長のほうから御答弁いただきましたけれども、今後の就労

継続見込みについての聞き取り調査を１２２名のフルタイム勤務者から調査を行った結果２５．

４％は問題なく続けているとのことでありますが、５６．６％の人が、問題はあるが何とか続

けているとのことです。この辺のこと、大変気になるわけです。この数字に対しても本来は問

題なく続けているというふうな人たちが、先ほどの８割の人たちの答えでなければならないわ

けですが、何とか続けているというふうなのは、無理して続けているというふうに理解してい

かなければならなく、それをやはり考えながら、改善という意味で、市として考えてこれから

先ほど部長のほうからも答弁ありましたけれども、第９期での介護保険事業計画の策定が来年

度より行われるということですが、現在、介護のために、当然離職すれば無償、無収入となり

ます。生涯収入も減額となります。年金や退職金にも多大な影響が出てくるわけです。牛久市

の現状を踏まえれば、牛久市はベッドタウンで、しかも超高齢社会なのです。今後、牛久市の

重い課題になっていくことが容易に想定されてまいります。今後の先ほど申しましたように、

改善するためには、今後の取組の指針にもなるために、在宅介護の実態調査、牛久市独自のや

はりアンケート等、詳細な項目にわたった内容で、何が問題であるのか、介護度が重くなって

も何とか続けることができる環境になっているのかなどの項目をしつらえながら、やはり牛久

市独自の調査が必要ではないでしょうか。その辺につきまして、お聞きいたします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 在宅介護実態調査の分析に際しましては、複数の調査項目を突合

することで関連性を見いだすクロス集計を実施しています。問題はあるが何とか続けていける

と回答した方の問題につきましては、今後も働きながら介護を続けていけそうかという質問の

回答結果と、主な介護者の方が不安に感じる介護は何ですかという質問の回答結果をクロス集

計し、就労継続見込み別、介護者が不安に感じる介護としてまとめています。その結果といた

しましては、仕事を続けていくのは難しい、問題はあるが何とか続けていけると回答した方の

不安は、認知症状への対応が最も多く、次が、外出の付添い、送迎となっております。 



 

 また、問題なく続けていると回答した方の不安も、外出の付添い、送迎、認知症状への対応

が上位となっております。 

 市といたしましては、これらの結果から対応するサービスの必要性を認識しております。 

 調査項目の追加につきましては、市町村の裁量ではありますが、聞き取り調査を行う調査員

と調査対象者の負担を鑑み、できるだけ短時間で必要最低限としたいと考えております。集計

や考察においても、項目の追加は、経年的な比較等に支障となることもあり、慎重な検討が必

要です。市といたしましては、現状では、項目の追加は行わず、継続してクロス集計により複

数項目の組合せにおいて可能な限り把握に努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 部長に再度お聞きいたしますけれども、市独自のアンケートと

いうか聞き取り調査、その辺について、やるのかやらないのか、その辺をお聞きしたいと思い

ます。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 先ほど答弁申し上げましたが、第９期計画の在宅介護実態調査は、

今月の中旬過ぎから実施する準備を進めておりますので、今回につきましては追加をするとい

う考えはございません。ただ、経年的な比較等そういったことも鑑みまして、今後について慎

重に対応していきたいと考えております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 本当にこれから団塊の世代を含めてそれ以後の人たち、牛久市

の人口動態の状況を見ますと、かなりたくさんおります。やはりその問題点を洗い出しながら、

どうしたら改善されていくのかというふうなことをしっかりやっていかないと、居宅介護とい

うことでありますと２４時間人の目がある場合、夫婦２人であれば、どちらかが介護するとい

う形になりますけれども、１人になってきたときに、子供が仕事をしている、その際、やはり

仕事を持ちながらの介護というのは大変難しいと思います。昨日、判例が下りましたが、日立

市の問題ですか、奥さんを介護が大変だということで刺し殺したというようなことも起きない

とも限りませんので、そういうものについてもしっかりと具体的に対応策を考えていかないと、

何がどこでどういうふうになるかというときに、人間というのは意外と感情的になりやすい面

がありますので、この大変な介護をされる方たちに対して、やはりいろいろな支援が必要にな

っていくわけです。 

 先ほども申しましたように、離職をしないで介護をするということでありますので、その辺



 

につきまして、国はいろいろ政策を行っております。介護離職をさせないための防止策や支援

策として、去年ですか２０２１年度に、短時間勤務制度やそういうものを設けましたけれども、

短時間勤務制度といいますのは、本当にフルタイムで働いている方たちに対しましては、なか

なかやはりそれなりに仕事の内容、そして地位などがありますので、短時間の勤務時間を取る

というのがなかなか難しいというようなことも、市民のほうから聞いております。介護離職防

止策といたしまして、介護休暇と介護休業ではかなり法的な規定が違いまして、介護休暇にお

かれましては、会社の規定も本当に完全無給だったり、そしてまた、会社におきましては、給

料の何割かが支払われるというような場合があるなどで、なかなかこの件に関しましても、市

民が十分に介護制度も先ほど申しましたように取りづらいということと、知識が十分にないと

いうことであります。 

 この介護休業につきましては、介護休業給付金の制度の利用には大変諸条件をクリアする必

要がありまして、誠に申請するには予備知識がなければ、なかなか会社へ申請ができないとい

うようなことも漏れ聞いております。 

 現在、フルタイムで働き、居宅介護されている市民への支援策といたしまして、制度への情

報の提供、それらによって、どうしたら自分が介護休業制度に見合ったような形で離職をしな

いで済むのかどうかというふうなことにつながっていきますので、その支援策といたしまして、

やはり先ほど申しましたように、情報の提供というところをどのように市としては考えている

のか、その辺につきましてお考えをお聞きいたします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 介護休暇等の制度についてですが、その適用範囲や内容は、働き

方や雇用形態、事業所によってまちまちであり、制度そのものもない事業所もあるのが現状で

す。 

 厚生労働省は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律に

おいて、労働者の職業生活と家庭生活の両立が図られるようにするために、改正を行いながら

介護休暇や介護休業制度を推進しています。 

 市といたしましては、介護認定申請時や認定調査、ケアプラン作成時に介護のため仕事をど

うしようかなどの相談があった場合に、まずは、雇用主への相談を進めながら相談先として県

が設置している労働局、雇用環境均等室を案内するほか、今後は、周知する内容等について、

他自治体の例を調査するなど検討し、広く市民に内容を周知してまいりたいと存じます。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 ただいま部長のほうから答弁いただきましたように、県のほう



 

に確かに介護制度そのものはありますけれども、市として、やはりいろんな面でどうしたら離

職しないで済むのかというふうなことを、直接介護される人と接する人たちを分析しながら、

やはりその辺をしっかり市としても把握しながら、改善をしてくというような考えで今後行か

れるのかどうかの確認を最後にしたいと思います。いかがでしょうか。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 現状におきましても、様々な介護相談を受けている中で、必ず職

との、仕事との両立というところは、もう日々聞いているところでございます。 

 ただ、こちらの対応といたしまして、なかなかそういった介護休業法についてだとか、そう

いった知識は非常に複雑でありますし、事業所ごとに違いますので、なかなか知識の習得がで

きないところでございますが、国のほうのリーフレットとかそういったものもございますので、

そういったものを活用しながら周知していきたいというふうに考えております 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 黒木のぶ子議員。 

○１６番 黒木のぶ子 議員 ８５％の介護制度に対する知識はないというようなこともあり

ますので、やはりそのような努力を市といたしましてしていただけるという今御答弁をいただ

きましたので、これで私の一般質問を終わりにしたいと思います。 

○杉森弘之 議長 以上で、１６番黒木のぶ子議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１１時５分といたします。 

                午前１０時５３分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午前１１時０５分開議 

○杉森弘之 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１０番山本伸子議員。 

      〔１０番山本伸子議員登壇〕 

○１０番 山本伸子 議員 皆様こんにちは。山本伸子でございます。 

 今回、私は文化芸術に関して２問質問してまいりますのでどうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 学校という場は言うまでもなく児童・生徒が学ぶ場ですが、また同時に市民の共有財産でも

あります。その視点に立ち、まず１点目は、学校施設の開放事業が地域の誰もが文化活動やス

ポーツに利用できる場であってほしいという思いで質問してまいります。 

 では、初めに、市内小中学校及び義務教育学校の体育施設の開放事業についてです。 



 

 牛久市の規則では開放事業に関し、学校の体育施設を学校の教育に支障のない範囲で一般市

民の利用に供することを趣旨としておりますが、平成１７年に規則ができ、体育施設を開放す

ることになった経緯と目的について伺います。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 学校体育施設の一般開放は、スポーツ推進法の前身で昭和３６年に制

定されたスポーツ振興法第１３条において、「学校の教育に支障のない限り当該学校のスポー

ツ施設を一般のスポーツのための利用に供するよう努めなければならない」と規定され、その

後、全国の市町村において学校体育施設開放事業が進んだものと思われます。 

 牛久市におきましては、現在の規則の前身である規則が昭和５２年に制定されまして、市内

の各小中学校施設の開放を行ってきたところです。 

 なお、学校体育施設の開放は、市民が行うスポーツ活動を含めた社会体育の普及の場として、

また、そのことを通じて市民の交流、健康増進に寄与することを目的としております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 牛久市でも平成１７年以前の昭和５２年、こちらには規則が制定

されていたということでしたので、約４５年前ですか、そこから市内小中学校の体育施設は開

放を行ってきたそういう歴史があるということが分かりました。 

 御答弁にも体育施設の開放事業の目的、それに社会体育の普及の場という言葉がありました

が、昭和５２年の規則制定時から現在では、社会体育を取り巻く環境も大きく変わりました。

特に昨今では、少子化が進展する中、学校の運動部活動を持続可能なものとし、多様な生徒の

ニーズも踏まえ、地域のスポーツ団体などと連携し、学校と地域が共に子供を育てるという視

点に立ってスポーツ環境を推進することが言われております。いわゆる運動部活動の地域移行、

これを来年度から段階的に行うことになりました。そういった視点に立てば、学校の体育施設

の開放事業もその受皿としての施設にもなり、活動している団体を担い手として育てることも

必要になってくると想定できるところです。その観点で、今の開放事業の現状と課題について

のお考えを伺います。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 学校体育施設開放事業の現状についてですが、市内全ての小中学校及

び義務教育学校で体育施設開放事業を実施しております。令和４年度は１２１のスポーツ団体

等が利用しており、利用可能な日時はほぼ埋まっている状態で活動がされています。 

 そのような中で、現在の一番大きな課題といたしましては、学校体育施設開放事業を希望さ

れる団体が年々増加していることが挙げられます。施設数には限りがありますので、また、貸

出しのできる時間帯も限られている中で、団体間で譲り合いながら活動している状況でもあり



 

ます。今後さらに希望される団体の増加が見込まれる状況の中、貸出しに当たっての一定の

ルールづくりが必要な時期に来ているかなとも認識しております。 

 御質問にありました、令和５年度からの運動部活動の段階的な地域移行により、学校体育施

設開放事業もその受皿の一つであるとは考えます。先ほど述べた課題の調整があることも事実

であります。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 次に、学校の体育施設を利用する上で、体育館や武道場などにつ

いては、施錠の管理、また、施設の破損などの安全管理体制は重要なこととなりますが、どの

ような体制が取られているのでしょうか。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 体育館や武道場などの施錠の管理方法につきましては、現在２通りの

運用がございます。各団体の代表者に鍵の複製を厳重に管理していただいた上で施錠管理を行

う方法と、体育施設の出入口にキーボックスを設置しまして、暗証番号を代表者にお伝えして

施錠管理を行う方法です。各施設の管理方法につきましては、各学校との協議の上、決定して

おります。 

 また、体育施設の破損などに備え、施設利用についてはスポーツ安全保険の加入を条件とし

て、保険に加入いただいた上で施設の安全管理を行っております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 分かりました。 

 では、次に体育施設以外、そちらの開放事業について伺ってまいります。 

 現在、体育施設以外では、ひたち野うしく小学校、中学校で行われている開放事業があろう

かと思いますので、まず、ひたち野うしく小学校の開放事業について、これを行うことになっ

た経緯と目的、また、開放している施設はどこになるのかを確認の意味でお尋ねいたします。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 平成２２年４月に開校しましたひたち野うしく小学校は、その構想段

階から、地域コミュニティーの拠点として、また、市民の生涯学習活動の場としての機能充実

が検討され、一部の特別教室につきましては、一般開放することを前提として設計がなされて

いました。 

 具体的には、校内に不特定多数の一般市民が出入りすることを前提に、昇降口で受付を行う

ことができる窓口機能の設置や、開放エリア以外の立入りを監視するため、校内を４つのブロ

ックに分けまして、それぞれのエリアで独立した機械警備ができるようになっています。 

 また、音楽室は防音扉を備えるとともに、２００名程度のコンサートを開催できる面積が確



 

保されておりまして、体育館のステージでは舞台照明やミキサー等の演出機器を設置し、舞台

についても通常の学校体育館よりも奥行にゆとりを確保しています。 

 また、学校図書館も４教室分の広さを確保して、一般開放を見据えた造りとなっています。 

 そして、その設計思想を踏まえ、平成２２年７月より、大会議室、音楽室、図工室、家庭科

室及び学校図書室を開放しており、現在に至るまで多くの方々に御利用いただいております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 ひたち野うしく小学校では、いわゆる特別教室、そういう部屋が

開放されているということでした。 

 御答弁の中にはありませんでしたが、たしか室内プールも以前は市民に開放されていました

が、現在は利用が停止されております。利用停止の理由の中には、中学校のプール授業での使

用もあったように記憶しております。そうなりますと、コロナだけの理由ではなく、今後も一

般市民の利用は中止となるのでしょうか。授業での使用であれば日中だけですので、土日祝日

やナイター利用には影響はないとも思われます。一般開放が停止になったことで、利用料収入

もなくなり、プールの維持管理費用への影響もあると思われますが、その点も含めお尋ねいた

します。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 令和４年度におけるひたち野うしく小学校プールの運営につきまして

は、新型コロナウイルス感染症の影響で学校水泳授業そのものの実施も中止となってしまいま

したが、当初の考え方では、市内小中学校及び義務教育学校における学校水泳授業での使用を

優先しまして一般開放を中止した経緯があります。 

 議員御指摘のとおり、授業での利用であれば、土曜日、日曜日、祝日の利用や、ナイター利

用には影響はないものとも考えられますが、一般開放には監視員の配置や受付事務経費等の確

保が必要なため、運営に関する必要経費と、それから利用料収入などを勘案した結果、多くの

一般財源の持ち出しが想定されます。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 一般開放には監視員の配置、そして受付事務などの必要経費がか

かって、一方で土日ナイターだけの利用料収入では経費がかかり過ぎるというのが、今の御答

弁ですと一般開放中止の理由なのでしょうか。多くの一般財源の持ち出しとおっしゃいました

が、以前と比べどれほどの持ち出しになると想定され、現状では中止もやむを得ないとお考え

なのか再度お尋ねいたします。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 ひたち野うしく小学校プールの一般開放については、学校授業で使用



 

する以外の部分を開放する場合、以前ですと、ちょうど使用料収入の部分と、今申し上げた経

費の部分がとんとんのような予算決算が出ていると思われます。令和４年度の当初予算を編成

する際にいろいろ検討した結果、こちらでの積算によりますと、まず、歳出の部分については

そういう委託費で約５，１００万円ほど、歳入としては通常の一般利用に係る負担金として約

９００万円ほどの収入しか見込まれないというような結果になりまして、差し引き４，１００

万円の一般財源の支出が必要になるのではないかというふうに考えました。 

 なお、そのような考え方の基本ですが、学校授業での使用を優先しますと、以前行っていた

スクール事業や、それから月会費制の導入、そういったものはなかなか難しいので、そういっ

たものを考慮して、そういった積算をしたという経緯がございます。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 ありがとうございました。 

 もう一度確認したいんですけれども、そうしますと教育委員会では、当初予算にこのプール

開放事業、予算計上をしたけれども、限られた財源の中で予算化はされなかったということで

よろしいでしょうか。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 一旦教育委員会といたしましては、一般開放した場合のことも想定し

まして歳入歳出予算を積算し、提出をさせていただきました。その後の庁内調整の中で最終的

な結論を得たというふうに御理解いただければと思います。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 承知いたしました。 

 それでは、先ほど伺ったいわゆる特別教室の開放についてですが、開放日は土日と祝日の午

前９時から午後９時までとなっており、平日は行っておりません。しかし、自治体によっては、

児童が下校後の平日の夕方も開放し、広く市民の利用に学校を活用している、そういうところ

があります。 

 一方、当市でも体育施設については、小中学校の体育館や武道館を平日の夕方から夜の１０

時まで開放事業を行っています。様々な市民活動の中で、特に大きな音が出る吹奏楽などは防

音設備のある施設でしか練習ができず、設備が整った学校の音楽室などの利用をより広げてい

ただきたいという声もお聞きするところです。 

 ２０２１年１月に文化庁が公表した「地域での文化活動を推進するための学校施設開放の方

針」についての中では、学校施設の開放事業の定義として、文化やスポーツに親しむことを目

的に、地域で活動を行う団体に対して学校施設を開放することとしています。そして現在は、



 

「地域によっては学校施設開放の利用目的をスポーツ活動に限定しているが、文化活動におい

ても利用が認められるよう文化及びスポーツ活動の双方に広く開放することが重要である」と

もしています。その背景には、先ほどの運動部活動の地域移行と同じく、文化部活動も今後地

域移行を検討することになっており、先月８月９日に文化庁の検討会議からも提言が出された

ところです。そこでは、地域移行の受皿として地域の文化芸術団体や民間教室などが考えられ、

それらの学校との連携も言われております。 

 そこでこの文化庁の提言を受け、ひたち野うしく小学校で行われている現在の開放事業を今

後拡充していくお考えについてお尋ねいたします。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 ひたち野うしく小学校の特別教室は、土曜日、日曜日、祝日の午前９

時から午後９時までを、ちょうど午前の部分と午後の部分、夜間の４時間ごとに区分しまして、

あらかじめ登録いただいた各団体にそれぞれ御利用いただいております。 

 なお、平日につきましては、放課後に児童クラブを運営をしておりまして、最長夜７時まで

児童が校舎内に滞在していることから、安全面等を考慮し、現在のところは平日夜間の利用は

不可とさせていただいているところです。 

 昨年１月、文化庁が策定した地域での文化活動を推進するための学校施設開放の方針では、

まず１つとして、安全管理をしつつ地域に開放すること。２つ目として、学校教育での利用に

支障がない開放の方策を検討すること。３つ目として、学校の教員の負担を減らすよう体制を

整えることの３つの観点が示されておりますが、ひたち野うしく小学校の施設開放は、本方針

が策定される以前から実施されているものの、本方針に沿った運用を行えているものと考えて

おります。 

 しかしながら、施設開放により、学校の授業に支障を来してしまった事例もあることも事実

です。最近の事例を申し上げますと、音楽室内の机の位置が土日の団体利用により移動されて

おり、原状復帰がなされていなかったために、週明けの授業を円滑に開始できなかったことが

ございました。また、同じく音楽室内の床に、入り口から窓際まで何かを引きずったような原

因不明のちょっとした傷ができていたことや、リフターを使わずにピアノを無理に移動させた

跡が残っていたなど、学校からも注意喚起される事例が発生してございます。 

 先ほどの文化庁の指針にあるとおり、将来的には学校開放をさらに進展させるべきであると

認識しておりますが、一方で、学校内施設の一般開放は、学校教育上支障のない限りにおいて

利用させることができる旨のことが法律上規定されております。それらのことからも、平日等

の開放事業の拡充については、児童の安全確保や授業への影響等を勘案する必要があり、慎重

に検討してまいりたいと考えております。 



 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 平日夜間は児童の安全面を考慮し、利用は不可としているとのこ

とでした。しかしながら利用に当たっては、あらかじめ登録した団体のみになっておりますし、

現在も利用者は各自発行されたカードを提示し、入室するのですから、不特定の人物が利用す

るわけではありません。特別教室の一般開放を広く平日も行っている川崎市、こちらに確認し

たところ、施設の鍵は利用団体に渡して利用してもらっているとのことでした。利用者と学校

が顔の見える関係の中で行われており、利用者との間に信頼関係が築かれ、安全を確保しつつ

開放事業ができている。そういったお話をされていました。 

 一方で、施設開放により学校教育上に支障を来すような事例があったということも、先ほど

御報告いただきました。このようなことは学校のみならず、あらゆる公共施設においても、あ

ってはならないことは言うまでもありません。その上で教育施設開放に関する規則にのっとり

原状回復義務や損害賠償に沿った対応をしていくのが原則になろうかと考えるところです。 

 ですので、その事例をもって開放事業を制限するのではなく、しっかりとしたルールづくり

そして運営体制づくりの下で開放事業の拡充を検討していただきたいと考えます。 

 では、次に、ひたち野うしく中学校、こちらの開放事業について質問いたします。 

 ひたち野うしく中学校の建設事業の基本方針に、地域の生涯学習やまちづくりの核としての

施設整備がありました。その方針はどのような形として整備されたのでしょうか。 

 また、改めて現在の開放事業の目的と内容についても伺います。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 ひたち野うしく中学校の建設では、「地域の生涯学習やまちづくりの

核としての施設整備」の基本方針にのっとり特別教室等を他のエリアと独立して活用できるよ

うな施設配置となっております。 

 具体的には、ちょうど１号線沿いの西側から入る西門から近い場所に特別教室棟を配置し、

その特別教室棟には地域開放玄関を設け、日常の学校の教育活動での動線と学校開放を前提と

した場合の動線を完全に分離しています。そして、その特別教室棟の地域開放玄関と直結する

形で地域活動エリアを配置し、地域活動室とＰＴＡ室を整備しました。 

 また、地域活動エリアには、学校開放の際に最も多くの利用が想定される音楽室や家庭科室

を隣接させるとともに、特別教室棟中央の廊下はギャラリーとして活用できる広さを確保して

ございます。そのほか、管理面では地域開放を段階的に行えるように、管理用可動間仕切りを

設けるとともに、機械警備のエリア分けも行っております。平家建てですので、階段をなくし

たバリアフリー化や多目的トイレの設置など、利用者が活動しやすい施設となっています。 

 なお、地域活動室の利用については、現在のところは中学校の通学区における生徒及び児童



 

の教育に資する地域活動を推進することを優先しまして、学校運営協議会やＰＴＡ、ひたち野

うしく小学校地区社会福祉協議会など、ひたち野うしく中学校の学区内を活動拠点とする団体

に、土曜日、日曜日、祝日の午前９時から午後５時まで、学校教育に支障ない範囲において御

利用いただいております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 ひたち野うしく中学校の開放事業、現状では地域活動室とＰＴＡ

室、こちらになっているということでした。２か所ある音楽室、そして家庭科室は、地域活動

エリアですか、こちらに配置されており、地域開放を段階的に行えるよう施設としての管理面

も整備されているという御答弁でした。それならばなおのこと、県内でもいち早くコミュニテ

ィ・スクールを展開し、地域と共にある学校づくりを進めてきた牛久市として、より開かれた

学校づくりを目指していただきたいと考えるところです。 

 地域全体で子供の成長を支え、学校を核とした地域づくりを目指す取組は、様々な住民や団

体の幅広い参画で行われる活動でもあります。そして、そういった住民や団体が今後の部活動

の地域移行に向けての人材として活躍してくださることになろうかとも考えます。そうした視

点からのひたち野うしく中学校の開放事業の拡充についてお聞かせください。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 「学校を核とした地域づくり」、そして「地域とともにある学校づく

り」ということが文科省で示されておりますが、そういうものを進めていくためには、地域の

協力者を発掘するとともに、協力体制の裾野をさらに広げることが非常に重要と考えています。 

 また、議員の御質問にありましたとおり、今後文化部活動の地域移行を円滑に進めるために

も学校教育への地域住民のさらなる理解促進は必要不可欠と考えます。 

 そのように考えたとき、学校施設の開放は、学校という施設が児童生徒の学び、育みの場に

とどまらず、地域社会全体の学びの場となり、まさに牛久市教育委員会を目指している「市民

誰もが学び合う『学びの共同体』づくり」の一翼を担うものと思います。ひたち野うしく小学

校の学校開放と同様、学校施設の開放は、学校教育に支障のない範囲での運用にならざるを得

ませんが、先ほど御答弁しましたとおり、ひたち野うしく中学校は、地域利用に特化した学校

づくりを基本方針として設計しております。これはまさに現在の学校のあるべき姿であると考

えております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 最後の御答弁の中に、ひたち野うしく中学校は、地域利用に特化

した学校づくりの設計になっており、現在の学校のあるべき姿であるというすごく大きいテー

マのお言葉をいただきました。それでもなお現状は、地域活動室とＰＴＡ室のみの開放で、な



 

おかつ教育に資する活動団体のみとなっていることでは、本来の広く地域に開かれた開放事業

の目的からはまだまだ程遠いと思わざるを得ないところです。 

 牛久市立学校管理規則には、校長は学校の施設、設備を社会教育その他公共のために利用さ

せることができるとなっております。そして取りも直さず、ひたち野中学校の建設は、市長の

公約の一丁目一番地でありました。約４４億円に及ぶ総事業費でできた中学校では、ひたち野

キャンパスとして連携した教育が行われていると承知しています。 

 また、今後その北側には宅地開発が予定され、約３００世帯ですか、と言われる新しい住民

が転入してくることでしょう。そのときに、ひたち野うしく小学校、中学校が地域社会全体の

学びの場となり、まさしく学校がまちづくりの核となりましょう。施設の管理面ではもう十分

その機能を満たしているのですから、あとはその運用をどうしていくのか、その取組によって

は恐らく牛久市が茨城県初の特別教室開放事業となるのではないでしょうか。 

 市長はこれからのひたち野地域の学校開放事業については、どのようにお考えでしょうか。 

お答えいただければ幸いです。よろしくお願いいたします。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 私は、就任してから一貫して学校は地域づくりの一環である、中心である

ということを訴えました。おくの義務教育学校にしても廃校しないためにあのような形態を取

るしかないということで、そのようなことをしたわけでございます。 

 ひたち野うしく中学校においても、新しい感覚のものでということで造りました。まさしく

学校におかれましては、私はこれからの大きな地域コミュニティーの一環、例えば動線におい

ても、完全に学校の子供たちが南のほうから出入りする、そしていろいろなＰＴＡ室とか、い

ろいろなあれは東側に配置しました。間仕切りもございます。そういうことで、どうなんでし

ょう、子供たちとそういう利用する方が接触しない、これもちょっと私は疑問に思うところが

あるんですが、いろいろなところでやっぱり接触してもいいのかなと思いますが、ただ、いろ

いろな時間帯、そこでいろいろな警備もございますから、私はそれでもありなのかなというこ

とございます。 

 ただ、やはり先ほども山本議員も言っていましたように、いつもそういう開放する、これは、

私も理想の姿と思います。私もＰＴＡをしているときに、一度、学校に不審者が入り、そして

大きな事件がございました。それから学校は門を閉め、そして閉じてしまったという時期がご

ざいました。やはりそういう警備に関しても私たちは非常に敏感にならざるを得ないというこ

とでございます。先生も、校長先生も少しそういうのがあるのかな、まだ、そして私たち職員

にもまだそういうこともありますけれども、ただ、できるならば常に私は理想としては、常に

学校で授業してあっても、地域の人がその学校に出入りしながら、活動しながら、そして子供



 

たちはその親を見ながら、また、保護者は生徒を見ながら、そういう地域の学校であったらば

すばらしいなと、私は理想形としてはそう思っています。そのようなコンセプトで造った私は

中学校のつもりでございます。 

 そういうことで、中で、先ほどプールとかいろいろございました。非常に料金の乖離がある

ということで、私はね４，０００万円あって、１，０００万円も出ないということで、私は公

共施設だから安くていいんだっていうものの考え方、これはちょっと今から考えなきゃいけな

い。やっぱりその利用をするに当たっては、どこら辺までは市民が負担をしてもいいのか。で

すから、私たちも職員も、どの辺の料金の乖離が許されるのか、だったら料金を例えば１００

円だったら５００円にするということも考えなきゃいけないということでございます。 

 あと、今いろいろな体育館でも、先ほどのように無料開放しています。今、本当に無料開放

でやっていますけれども、ただ、私はやはり税の公平性を思うならば、電気料を使う場合には、

それ分の、私は、電気料、その場所代とかそういうものじゃなくても、ただ経費は少しでもそ

れは市民、使う団体が払うべきだと私は思っていて、実は私の女房もバレーを近くの小学校で

やっていますけど、その話をしたら、物すごいことで怒られました。そう言っても、なかなか

納得できないのかなと思いましたけれども、ただ、やはり受益者の負担も多少はないことには、

これから牛久のいろいろなサービスするのに支障を来す。どんどん財源がかかってしまう。そ

ういうことを理解していただくと、いろいろな設備の開放、そして、やはりマナーも大事でご

ざいます。そういうことをやっていくことによって牛久の文化が、教育文化、スポーツ文化も

もっともっと発展するのかなと思っております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 ありがとうございました。 

 市長の理想形の学校が、その運用方法ですね、安全面も含めて、その理想形の学校ができま

すことを私も願っております。 

 それでは、大きな質問の最後３番目ですね。ひたち野地区の生涯学習、そして文化活動の場

の確保について伺ってまいります。 

 この秋、ひたち野リフレビルの２階に市役所の出張所がオープンすることになりました。総

合窓口の機能などが整備される一方で、今まで２階のリフレプラザで行われていた演奏会、ま

た講演会などのイベントでの利用はできなくなります。ひたち野地区には生涯学習センターは

なく、イベント会場として唯一であったリフレプラザが活用できなくなることで、その代わり

となる場が求められるのではないでしょうか。ひたち野地区の生涯学習、そして文化活動の場

の確保について伺います。 



 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 平成２２年４月にオープンしましたリフレプラザは、休憩ロビーとイ

ベントスペースを備え、市民の交流の場として御利用いただいておりました。これまでの利用

実績を確認しましたところ、ダンスや楽器演奏、コーラスなどの練習場として、また、ミニコ

ンサートやピアノ発表会、子供向けイベントの会場としての利用のほか、書道展示会なども開

催されておりました。 

 今年度に開設が予定されております、（仮称）ひたち野リフレ市民プラザでは、このスペー

スが市役所の総合窓口的な機能を有する場としてリニューアルされます。ひたち野地区の利便

性は大きく向上することとなりますが、その一方で、今までのようなイベント等の開催は難し

くなります。 

 しかしながら、当市にはコンサートやイベントを開催していただける会場として、中央生涯

学習センターの文化ホールや多目的ホール、また、エスカードホールやエスカードスタジオ等

があり、イベントの内容や規模に応じた利用が可能となっておりますので、当面はこちらを御

利用いただければと考えております。 

 一方、ひたち野リフレビルの用途の変更に伴いまして、ひたち野地区における生涯学習や文

化活動の場の確保について、教育委員会として再検討が必要なのかもしれません。ひたち野う

しく小学校やひたち野うしく中学校が学校教育の場であることからの一定の縛りはあるものの、

学校開放を進めるに当たり先進的な考え方で整備されていることは事実であります。 

 教育委員会では、今後の生涯学習施設の推進に当たり、ソフト、ハードの両面において、多

くの関係者の方々の理解を得ながら、より具体的な検討を進めていきたいと考えております。

その議論の中で、ひたち野地区の生涯学習活動の拠点についても検討してまいりたいと思いま

す。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 牛久市文化芸術振興審議会、こちらの提言の中に次のような一文

があります。「文化活動施設の充実として今後施設利用者の増加に対応するためには、現在の

施設をさらに効率的に活用していく方法も検討しなければならない。具体的には、施設の有効

利用を図るための貸出し時間区分の変更、施設使用料の見直し、学校の余裕教室を利用した文

化活動施設の拡充などが挙げられる」このような提言です。 

 また、イベント開催に関する提言には「イベント開催の会場としては、中央生涯学習セン

ター文化ホール、エスカードホール、リフレプラザなどを活用する」となっています。この中

のリフレプラザが使えなくなるから、当面、中央生涯学習センターやエスカードホールを活用

してくださいというのは、ひたち野地区における文化活動の在り方としてはどうなのでしょう



 

か。 

 教育委員会がリフレに移転する目的には、１５歳未満人口の約半数を占めるひたち野地域に

おける教育関連の行政サービスを向上させることがありました。それならばなおのこと、教育

委員会所管の文化活動や生涯学習の場づくりをひたち野地域においてどうしていくのか早急な

対応が求められましょう。新しい施設を造らなくとも、御答弁にもありました先進的な考え方

で整備されている、今ある学校を活用することで、そういった場づくりもできるのではないで

しょうか。総合的かつ具体的な検討をお願いいたしまして次の質問に移ります。 

 続きまして、２番目は、文化公演事業について質問いたします。 

 文化公演事業のような多くの観客が入る催しについては、人数制限も撤廃され、感染対策を

行いながら再開に向けて動き出している自治体も見受けられるようになりました。しかしなが

ら、中央生涯学習センター文化ホールで、今まで行われていたコンサートや演劇、ミュージカ

ルなど様々なイベントがいまだ行われていないことに、再開を望む市民の声がありますので、

文化公演事業の現状について質問してまいります。 

 初めに、牛久市には文化芸術振興基本計画があり、それにのっとり様々事業が進められてお

りますが、その中での文化公演事業の意義について伺います。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 牛久市文化芸術条例の第４条において、市は文化芸術施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、文化芸術に関する基本方針を定めることとなっており、文化公演

事業のような「市民の文化芸術に接する機会の拡充に関すること」についてもその対象となっ

ております。そして、平成２８年５月に策定されました「牛久市文化芸術振興基本計画」では、

それらの施策を「育てる・伝える・つなぐ・支える」の４つの柱の下で、その目標を明らかに

することとしていますが、「育てる」の大施策である「人を育てる」では、「次世代を担う人材

を育成するためには、様々なジャンルの公演や展示会などの事業を実施することで、日常的に

市民が文化芸術に触れることのできる場を設ける必要がある」とうたわれています。 

 子供から大人までの全ての世代において、音楽や演劇など様々な本物の芸術に日常的に触れ

る機会を提供していくことは、あらゆる世代の文化芸術活動への参加を促進し、お金や物では

補えない心の潤いをもたらすことが期待されます。さらに、それらの活動により、将来、文化

芸術のまち牛久を担っていく人材が育っていくことも期待されているところです。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 文化公演事業、こちらについてはこれまで実施主体はどこが行い、

また、そこが主体として事業を行ってきた経緯と理由には何があるのかお尋ねいたします。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 



 

○吉田茂男 教育部長 市の文化公演事業は、以前は牛久市教育委員会が実施主体となって実

施しておりましたが、平成１８年から令和元年度までは、牛久市文化協会公演事業委員会が実

施主体となり、市が財政的、人的支援を行うことで実施してきました。令和２年度以降は、牛

久市文化協会公演事業委員会の解散に伴いまして、牛久市教育委員会が実施主体となって実施

しております。牛久市文化協会公演事業委員会では、牛久市文化協会の役員の方や企画員のほ

かに牛久音楽家協会の会員や公募による一般市民にも構成員になっていただき、様々な分野に

属する市民の方の御意見をいただきながら、広い視野で市民目線による公演の選定を行ってお

りました。その結果、多くの皆様に喜んでいただけるような文化公演を提供することができた

と考えております。 

 しかしながら、この公演事業委員会は任意団体であったことから、組織体制が脆弱であった

ため、構成メンバーの固定化や高齢化などの問題から、委員側からの発議により、令和元年度

末に解散となっております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 先ほどの基本計画の中では文化芸術振興を積極的に進め、市民の

文化芸術に接する機会の拡充が言われております。そういった中での文化公演事業のこれまで

の予算、こちらは毎年どれほどになっており、その内容はどのようなものがあったのかをお尋

ねいたします。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 牛久市文化芸術振興基本計画策定後の６年間の公演事業について、実

施した団体の予算ベースで申し上げますと、牛久市文化協会公演事業委員会が実施していた平

成２８年度は３，０２４万６，０００円、平成２９年度は３，１６０万８，０００円、平成３

０年度は２，４２５万８，０００円、令和元年度は１，９５０万８，０００円となっておりま

す。このうち、平成２８年、２９年度につきましては、市から４００万円の交付金が交付され

ており、平成３０年度以降については、市からの交付金はありません。 

 牛久市教育委員会が実施主体となった令和２年度と３年度につきましては、有料公演の実施

予定がなかったため、文化公演事業としての予算計上はしておりません。 

 公演の内容についてですが、牛久市文化協会公演事業委員会時代の平成２８年度は、歌舞伎、

演歌、演劇などの６公演、平成２９年度は、能と狂言、落語、クラシックコンサートなど７公

演、平成３０年度は演歌、漫談など４公演、令和元年度は、ジャズライブ、落語、演歌など４

公演を実施し、教育委員会が実施主体となった令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡

大と、緊急事態宣言等により、施設が長期で休館となっていた影響もあり、予定していた公演

は全て延期、中止となりました。令和３年度は、引き続きコロナ禍ではありましたが、感染拡



 

大防止に配慮しながら、ＮＨＫのど自慢、茨城県警音楽隊ファミリーコンサートの２公演を実

施しております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 基本計画には、平成２８年度からおおむね１０年間とありますの

で、前期５年間を終えて、この文化公演事業、これまでの成果と課題について伺います。 

 特に幼い頃から文化芸術に親しみ、触れる機会を持つことが、次世代を担う人材の育成にも

なるとし、牛久市でも学校での芸術鑑賞などが行われていたと認識しております。 

 しかし、昨今は英語やプログラミングなど、学ぶ内容が増えたことで学校でのカリキュラム

が詰まっており、時間的にも予算的にも演劇などの授業が後回しになっているとの報道もあり

ました。しかし、子供たちが経済的な事情などに関係なく平等にみんなが芸術に触れる機会を

提供することは、行政の役割であると考えます。 

 また、大人にとってもプロと言われる本物の芸術に触れることは、豊かな潤いのある心や生

活をもたらす上でなくてはならないものです。子供から大人までが多様な文化芸術に触れる機

会がこの前期５年間でどのようにつくられたのか。一方で、新たな課題としては何があったの

かを伺います。 

○杉森弘之 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 牛久市文化芸術振興基本計画が平成２８年５月に策定されてから、令

和３年度までの６年間で、のど自慢などの無料公演も含めると合計で２３公演を開催すること

ができました。特に公演事業委員会が主体となった時期には、文化協会所属の各団体構成員や

企画員、公募による選考委員らの市民目線による活動により、クラシック交響楽団のコンサー

トや落語、歌舞伎などの古典的なものから、お笑い漫談や演劇、歌謡ショーやジャズまで、子

供から大人まで幅広い年代層の市民の皆様に対して多岐にわたり日常的に、気楽に、文化芸術

に触れることのできる機会を提供できたと考えております。 

 一方で、実施主体である公演事業委員会構成メンバーが発足当時からほとんど同一であった

ことから、また、メンバーの高齢化などにより、選定する内容の傾向がどうしても偏ったりマ

ンネリ化してしまい、新しい斬新な企画を呼び込むような意見を出していける環境が育まれな

かったのではないかといった反省もあります。 

 今後の課題についてですが、市民の皆様のニーズに応えながら、市民自らが興味と愛着を持

って企画し、参加もできる公演事業の実現のためには、公演事業委員会のような市民主体の仕

組みを構築することが必要であると同時に、これまでの反省から、その組織運営において人材

の固定化を招かないような柔軟性を確保することが重要と考えます。そして、これまで文化

ホールやエスカードホールへ一度も足を運んだことのない若い年代層を見据えた、さらに幅広



 

いフィールドでの公演事業、演目の開拓ができればなと思っております。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 文化公演事業の現状について様々伺ってまいりました。実施主体

が平成１８年からの約１５年間は、牛久市文化協会公演事業委員会、ここが主体となってやっ

てきたこと、しかし、団体の構成員の固定化、高齢化により解散し、その後は教育委員会が主

体となり現在に至っていること。 

 また、事業に係る経費は予算ベースで２，０００万円から３，０００万円、そのうち市から

４００万円の交付金が交付され、令和２年度からは予算は計上されておらず、結果として入場

料金が無料ですか、こちらの企画に限定して実施となったということかなと理解いたしました。 

 公演事業委員会が主体であった頃は、年に何回かの公演事業が企画され、人気のある催しで

はチケットの売出し初日にはチケットを買い求める人たちの長い列ができるほどで、市民が楽

しみにしていることが伝わってまいりました。内容も幅広く、様々な文化芸術に都内まで足を

運ばなくとも鑑賞できることは、子供連れや高齢者にはありがたいことでした。しかし、現状

では、新たな実施主体の仕組みができておらず、そんな中で今後の公演事業をどうしていくの

か、次に質問いたします。 

 令和３年度当初予算において、社会教育分野の公共サービスの実施機関として公益財団法人

の設立に関する予算が計上されました。文化及び芸術の振興を目的とする事業がその中にあり、

中央生涯学習センター文化ホールやエスカード生涯学習センターでの公演事業もあったと記憶

しております。財団化は、多様化する市民ニーズに対応しつつ経費の削減などを図る必要性が

あり、公益性を確保しながら収益性を重視することがその背景にあったと、当時の御説明にも

ありました。その後、財団化についての検討はどうなったのでしょうか。事業の運営主体の課

題とともに、今後の文化公演事業の方向性についてお聞かせください。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 私が市長になってから文化の様々な公演事業を見てまいりました。そこで、

私は非常に何というか疑問に思ったのが、残金が非常に多いということと、そしてどうなんで

しょう、会員の方が多く入るように、また、市民が入りやすくするためにお計らいしたもの、

例えば６，０００円、８，０００円するものが５，０００円以下だったり、そういう売り方と

いうのはどうなのかなと疑問に思いました。というのは、やはりそれだけの価値のあるアーテ

ィストに対してちょっとそれは失礼じゃないかなと僕勝手に思いまして、非常に公演委員会の

事業の実行委員の方がいろいろな努力して、いろいろなすばらしいアーティストを呼んできた、

非常に私はすばらしいことだと、ただ、そこにおいてそのような非常に料金のあれがあったと

いうことで、非常に安くて、それを全てまた補塡をそういう補助金でやるというのは、ちょっ



 

と私は不審に思いまして、いろいろな話をしました。そして、収入でなるべくその経費を出す

ように、もともとそこの、何といいますか、施設の料金をもらっていますので、その部分があ

れですから、そこでうまくできるはずじゃないかなということでお話しして、今のような形態

になったところでございます。 

 そういうことについて、そういうことで私は経験しまして、その中でこのような事業をどの

ようにしてこれからのこの牛久の文化、いろいろなものを継続するかということを考えました。

そのようなところで、私は事業展開する中での継続性を考えた場合、先ほど私が言いましたよ

うに、柔軟性ある仕組みでの市民主体の事業運営が非常に有効であると私は思っていました。

そのような中で公益財団の設立構想が、皆さんの御判断もございまして、今、ゼロベースでの

検討でございます。 

 いずれにしても、文化芸術や舞台演出などの分野を専門的に、そして、専攻した人材が、市

民との共同作業の中で、公共事業を提供していく仕組みの構築は必要だと考えております。 

 今後は、公益財団法人等の設立の検討に加え、民間の経営、能力、そして技術力を活用した

運営手法なども調査しながら、さらに検討してまいります。 

 以上でございます。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 残金の話、それから適正な価格設定ですね、それは確かに大切な

ことであると私も考えております。受益者負担という言葉も先ほど出ましたけれども、その辺

も適正に考えながら、たしか委員会もつくられていると伺っておりますので、それは文化芸術

にかかわらず全ての使用料、受益者負担という原則に従って、今後検討していただければと思

います。 

 最後、もう一度ちょっと市長のほうにお考えをお尋ねしたいと思います。 

 公演事業、実施主体であった団体が、解散後３年目を迎えようとしております。今後新しい

市民との協働で公演事業を提供する仕組みづくりは今日、明日にはできるものではないでしょ

う。それまで市民が多様な文化芸術に触れる機会はできないということになるのでしょうか。 

 令和２年度から予算が計上されていない現状では、入場料無料のような、先ほど来言われて

おりますのど自慢ですか、そして警察音楽隊ファミリーコンサート、こういったものもよいで

しょう。しかしながら、やはり本物の芸術に触れることのできる機会、それを設けることは、 

文化芸術振興基本計画にもうたわれております。お金や物では補えない心の潤いをもたらす文

化芸術、先行きが見通せない混沌とした社会状況だからこそ必要であり、大切なことではない

でしょうか。芸術文化のまち牛久としてふさわしい文化公演事業とは何なのか。そしてそのた

めの予算については、市長はどうお考えでしょうか。御答弁よろしくお願いいたします。 



 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 私たちが一番考えることは、その興行がまさしく市民に寄り添ったまさし

く様々楽しんで、そこから多くのことを選んでいただき、子供もそして大人も、そういうふさ

わしい公演をこれからする場合にはどういう、どのような形態で、環境でつくったらいいかと

いうのを一番私が念頭に置いていることございます。決して文化財団をつくったからできるっ

ていうものでもなく、そして、私は文化財団ばかりじゃなくていろいろな、そういう市とそれ

からそういう財団と、またそうしていろいろな事業者といろいろなことをコラボしながら、何

が一番、市民に対して喜ぶ興行、そういうことができるかということが、私は一番の何という

のですか、目的でございました。 

 確かに文化というのは非常に歴史文化も牛久にはシャトーもございます。いろいろな文化の

財産もあります。その財産をいかにして、資源とも言えますけれども文化資源をどのように利

用しながら、そしてこのお金も、私はある程度のお金が必要だっていうか、私はかけてもいい

と思っています。そしてなおかつそういうものも必要であるというようなことを考えて、私は

職員にも言っています。ここは必要なんだよ、ここ１，０００万円、２，０００万円かけても、

これは牛久の市民に資するものであれば、私はいつでもそういうものを支出していく、そうい

うものはあると思います。ですから、文化には投資した分の利益ばかりじゃなくて、それをい

かに市民が、いろいろなことで、大きな皆さんに財産ができたと思えば、それはお金の有効な

使い方だと私はやぶさかでございません。 

 ですから、そういう考えでもってこれからの文化、これを私は文化ばかりではなく、スポー

ツ文化もあります。様々なそういう分野に対して、これからいろいろな取組方、牛久の魅力を

出すには私は、スポーツ、文化でもあるし、歴史的文化でもあります。ほかにもいろいろござ

います。そういうものをもっともっと何といいますか外に出して、そして多くの方に共鳴いた

だいてそして、これがまさしく牛久に住みやすい非常に豊かな牛久だっていう、いわゆる基を

まさしくつくることが、これからの私は何といいますか、大きな牛久のまちづくりの根幹だと

私は思っています。 

○杉森弘之 議長 山本伸子議員。 

○１０番 山本伸子 議員 ありがとうございました。 

 文化、技術、それは本当に人への投資であります。形には見えませんけれども、道路が１本、

２本できるというような形には見えないけれども、人の中に積み重なっていく、そういうもの

であると思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

 文化芸術振興基本計画の４つの柱の一つとして、人を育てるということが先ほどもお話の中

にありました。しかしながら現状では文化芸術のまち牛久を担っていく人材を育てるまでには



 

まだ道半ばなのかなあという感じも私は受けました。 

 今後、市民主体の仕組みづくりを、丁寧にかつ着実に進めていただきますようお願い申し上

げまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○杉森弘之 議長 以上で、１０番山本伸子議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１３時２０分といたします。 

                午後０時１０分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後１時２０分開議 

○杉森弘之 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１番鈴木勝利議員。 

      〔１番鈴木勝利議員登壇〕 

○１番 鈴木勝利 議員 こんにちは。公明党の鈴木でございます。通告順に従って質問を述

べさせていただきます。 

 まず最初に、市役所裏門から本庁舎までの歩道の設置及び駐車場の整備についてであります。 

 市役所裏門、郵便局側の出入口については、自動車、バイク、自転車そして歩行者が自由に

出入りすることができるようになっております。私は、ふだんは裏門を利用しておりますが、

ほとんど自動車を運転しております。同一の門を車も歩行者も利用できるということは珍しい

ことではありませんが、一たび歩行者の立場に立つと周囲の環境が違って見えてきます。歩行

者が裏門から入って、本庁舎の建物内に入るまで、特に歩くところが決まっているわけではあ

りません。なるべく端に寄って歩いていても途中に駐車場があって、車が止まっているため、

それを避けて歩いていかなければなりません。その間、走る車とすれ違ったり、駐車場から車

が動き出したりすることがあります。もし、歩行者が高齢者や障害のある方であれば、危険が

伴う歩行環境にあると言っても過言ではありません。 

 そこで、裏門から本庁舎まで、歩行者と車を分けるために、歩道、ここでいう遊歩道は道路

交通法上のそれではなく、歩行者のための通路と考えていいと思うんですが、この歩道を設置

してはどうかと考えます。 

 あわせて、目の不自由な方のために当該歩道に点字ブロックを設置してはどうかと考えます。

御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 正門から来庁される方々の敷地内通行につきましては、

車両の通行方向を示す矢印の標示、止まれの標示、歩行者横断箇所の標示、ブロック区分され



 

た歩行者道路の設置など、来庁者に分かりやすい標示に努め、それらに従い通行していただい

ておりますが、一方、裏門からの通行につきましては、歩行者と車両の明確な分離がなされて

おらず、御指摘のとおり、通行の際は注意を要する箇所となっております。 

 裏門から分庁舎、本庁舎までの歩行者動線と、裏門の左右にある駐車場動線との重複や交差

を安全にかつ明確に区分する方策並びに歩行者動線の標示方策について、御提案の白線標示も

含め、検討してまいります。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 どうぞよろしくお願いいたします。 

 こうした歩道を設置する上でも、裏門から近い駐車場の在り方も考えざるを得ないと思いま

す。あわせて、市役所の駐車場は、全体として土地の高低差のある敷地内にあちらこちら入り

乱れて設置してあるように思います。駐車スペースを確保するために工夫をされてきた結果か

もしれませんが、場所によっては非常に狭く、走る車との接触のおそれや駐車しにくい点を考

えると、駐車場全体を再整備してはどうかと考えます。御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 庁舎敷地内は正門から裏門へ抜けて通行する場合、下り

坂であるためスピードが出やすい状況にあります。敷地内道路には、路面標示などで来庁者の

皆様が安全安心に通行できるよう配慮しておりますが、さきの質問でも述べましたとおり、裏

門からの通行者の方々にとって注意を要する箇所でございます。 

 また、敷地内西側に駐車する際には、この傾斜が原因で車のドアの開閉時に注意を要する場

所が一部ございます。土地の形状については、抜本的対策を取ることが困難ですが、駐車場の

配置、通行者の安全対策については、今後検討してまいります。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 ぜひ市民の皆様に安心して利用できる市役所敷地内の整備を御検討

くださいますよう、お願い申し上げます。 

 次の質問に移ります。補聴器購入の助成についてであります。 

 障害の程度に至らなくても年齢を重ねるに従って耳が遠くなることは珍しいことではありま

せん。よほど聞こえづらくなれば補聴器をつけざるを得ない場合もあるでしょう。しかし、補

聴器も決して安価ではありません。最近の研究結果によると、中年期に難聴があると、高齢期

に認知症のリスクがおよそ２倍上昇するというデータが発表されております。また、補聴器を

適切に用いることで認知症のリスクが軽減するという報告もあります。 

 そこでまず、難聴と認知症の関係について、本市ではどのように捉えているのか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 



 

○内藤雪枝 保健福祉部長 厚生労働省が２０１５年に公表した認知症施策推進総合戦略、い

わゆる「新オレンジプラン」における発症予防の推進の中で、「加齢、遺伝性のもの、高血圧、

糖尿病、喫煙、頭部外傷、難聴等が認知症の危険因子」と記載されております。また、認知症

発症予防については、「住民主体の運営によるサロンや体操教室の開催など、地域の実情に応

じた取組を推進していくこと」となっております。 

 難聴があると会話がうまくつながらず、他人とのコミュニケーションが取りにくいことから、

閉じ籠もりがちになり、社会交流が失われがちになることから、もともとの危険因子に難聴が

加わると、認知症へつながっていくことは容易に想像ができるものです。 

 新オレンジプランに対応した様々な認知症研究によると、高齢者では、難聴があると認知機

能の低下の合併が１．６倍多いことが報告されています。一方で、聞こえの仕組みは複雑で、

難聴の原因は多岐にわたり、悪化の原因が、糖尿病や高血圧などによる動脈硬化、喫煙、飲酒、

騒音など認知症の危険因子と同様のものがあり、補聴器の使用による予防効果については未解

明であるという報告もあります。 

 日頃の高齢者への対応と、これらの知見を踏まえますと、難聴と認知症には関わりがあるも

のと認識しております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 本市では、聴覚障害のある方及び身体障害者手帳の交付対象となら

ない１８歳未満の軽度中等度難聴児に対して補聴器購入の助成をしております。これをさらに

拡充して、身体障害者手帳の交付対象とならない１８歳以上の方に対しても補聴器購入の助成

を図ってはどうかと考えます。東京都の多くの区や千葉県浦安市、船橋市、埼玉県朝霞市、栃

木県宇都宮市、茨城県でも古賀市などでは、身体障害者手帳を所持していない６５歳以上ない

し７０歳以上の方で決められた聴力レベルの範囲内で、医師の証明を条件に補聴器購入の助成

をしております。さらに、新潟県妙高市や燕市では、同様な条件を満たしていれば、高齢の方

に限らず１８歳以上の方に補聴器購入の助成をしております。 

 本市での補聴器購入の助成拡充についての見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 介護予防も含めた加齢性難聴や若年層の軽度中等度の難聴を対象

とした助成については、認知症との関連性や生活の質の向上等を含め検討すべき課題であると

認識しています。 

 難聴の原因は様々にあり、改善効果のある補聴器の購入については、正しい医学的な診断や

補聴器の使用方法の指導などが必要であるため、拡充に当たっては、補聴器の必要性の確認方



 

法や効果、対象とする補聴器の種類、補助額や補助率、補助回数をどのようにするかなどにつ

きまして、公平性に基づき事業としての優先順位も含めて慎重に検討する必要があると考えて

おります。 

 国は、補聴器の購入について、一定の条件を満たせば医療費控除の対象とし、難聴に対する

研究に補助を出すなど、難聴と補聴器購入補助について検討を継続しています。今後、国や県

の動向も見極めていく必要がありますので、引き続き情報収集しながら検討を進めてまいりま

す。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 そうですね、現実には財政的な問題もあって、すぐに実現というの

は難しいかもしれませんが、こうした補聴器を必要としている方が現実いらっしゃいますので、

その辺もよく御検討されて、前向きに取り組んでいただけますようお願い申し上げます。 

 では、次の質問に移ります。コロナ後遺症についてでございます。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の波が３年目の夏を迎え、オミクロン株ＢＡ.５の広がりに

よる第７波となってこの夏、猛威を振るいました。本市でも１日の感染者数が１５０人を超え

る日が何度もあり、これまでにない記録的な感染状況が続いてきました。ピーク時は過ぎたと

はいえ、いまだ先行きの見えない中で不安に駆られている市民の方々は少なくありません。そ

うした不安解消のためにも、行政としては引き続き着実なワクチン接種の推進と十分な感染予

防の呼びかけに努めていただくようにお願い申し上げます。 

 さて、新型コロナウイルス感染という問題の一方で、感染症罹患後の症状、いわゆるコロナ

後遺症という問題が以前から指摘されておりました。ＷＨＯの定義によれば、「コロナ後遺症

とは、新型コロナウイルスに罹患した人に見られ、少なくとも２か月以上持続し、他の疾患に

よる症状として説明がつかないもの」で、通常は発症から３か月たった時点にも見られるとい

うことです。そして、その症状は様々で、倦怠感や頭痛、息切れ、動悸、味覚、嗅覚の障害、

脱毛、物忘れ、関節痛や下痢等々です。こうした症状が続くことによって、生活や仕事に影響

を受ける方々も少なくありません。 

 そこで、本市でのコロナ後遺症の事例と把握している現状があれば、伺います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 ＷＨＯ世界保健機構は、コロナ後遺症を

「新型コロナウイルス感染症後の症状として、新型コロナウイルス感染症に罹患した人に見ら

れ、少なくとも２か月以上持続し、また、他の疾患による症状として説明がつかないもの」と

定義しております。厚生労働省では、これを「罹患後症状」として、「感染症は消失したにも



 

かかわらず、ほかに明らかな原因がなく、急性期から持続する症状や、あるいは経過の途中か

ら新たに、または再び生じてくる症状全般をいう」と定義し、診療の手引を作成しております。 

 罹患後症状、いわゆる後遺症がある方の数や症状等につきましては、感染者と同様に市町村

では把握の仕組みがありませんが、都道府県や医療機関等でアンケート調査を実施し、結果を

公表しております。 

 茨城県は、デルタ株感染者で、令和３年１１月１０日時点において療養期間を終えた者９，

２３４名に罹患後症状についてのアンケートを実施し、同年１２月に結果を公表いたしました。

それによりますと、療養期間終了後に罹患後症状があった者は感染者の６５％で、女性７１％、

男性５９％であり、３０代から５０代の女性では約８割に見られております。 

 最も多い症状は倦怠感で５１％、せき４８％、嗅覚障害４５％、味覚異常４１％の順となっ

ています。２か月以上継続する割合が特に高い症状は、脱毛、記憶障害、嗅覚障害という結果

になっています。 

 また、ワクチン接種者は非接種者よりも全ての症状が現れにくく、脱毛、嗅覚障害、睡眠障

害の継続期間が短いとの結果も出ております。 

 新型コロナウイルス感染症は、感染後に多くの方が様々な症状に苦しまれている現状がアン

ケート結果から読み取れますので、相談や保健指導において活用し、引き続き、感染を予防す

る生活様式、感染予防対策の徹底に取り組んでまいります。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 コロナ後遺症を訴えた方に対して、本市としてはどのような対応を

なされているのかをお伺いいたします。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 新型コロナウイルス感染症の罹患後症状、

いわゆる後遺症への対応として、茨城県では、罹患後症状外来実施医療機関を整備しており、

かかりつけ医や新型コロナウイルス感染症の診断をした医療機関からの紹介により、より専門

的な診療を実施できる体制を整えております。茨城県では、新型コロナウイルス感染症に関す

る罹患後症状を呈する患者への診療対応や、労働者のための解雇、休業失業補償や、心の不調

等に関する相談窓口についても、ホームページにて紹介しています。 

 しかし、先ほど答弁した県実施のアンケート結果によりますと、罹患後症状があった者のう

ち医療機関を受診した方は２４％で、受診しない理由として、どの病院を受診したらよいのか

分からないとの回答が２５％ありました。アンケート実施当時の令和３年１１月と比較して罹

患後症状に関する知見や診療体制は整えられてきてはおりますが、第７波の感染者数増加に伴

い、後遺症で悩む方も増えると思われますので、情報提供や相談対応につきましては、今後さ



 

らに重要になると考えております。 

 市では、茨城県の情報を牛久市のホームページからリンクできるようにし、また、市民から

罹患後症状の相談があった場合には、訴えを十分にお聞きし、相談内容に合った茨城県の支援

体制を御案内しております。市への罹患後症状に関する相談は、治療等医療に関すること、不

安やストレスなど心の不調に関することなど、数件ありました。 

 国は、オミクロン株による後遺症について調査を行うこととしておりますので、最新の情報

を注視しながら、新型コロナウイルス感染症に罹患された皆様の一日も早い症状の回復と社会

復帰が可能となるよう適切な情報提供を行い、今後も相談があった際には丁寧な対応を心がけ

てまいります。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 今、答弁にありましたとおり、どの病院を受診したらいいか分から

ないという方がかなりの数いらっしゃるということでした。情報提供とこうしたコロナ後遺症

で苦しんでいる方々に寄り添った対応を引き続きよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す取組につ

いてでございます。 

 御承知のとおり今年の夏は記録的な連日の猛暑、酷暑で終始した夏でした。この異常とも言

える暑さ、異常気象も地球温暖化によるものだと言われております。政府は２０２０年１０月、

地球温暖化の原因となる二酸化炭素などの温室効果ガスの排出量を２０５０年までに実質ゼロ

にすることを表明いたしました。本市は２００８年バイオマスタウン構想を策定し、地域から

排出されるバイオマスの利活用により、二酸化炭素の排出削減に取り組んでまいりました。 

 また、２０２０年７月にはゼロカーボンシティを表明し、２０５０年までに二酸化炭素排出

量実質ゼロを目指すことに挑戦しております。 

 そこでまず、二酸化炭素排出量削減のために、本市としてこれまでにどのような取組がなさ

れてきたのか。また、今後、どのような取組を予定しているのか、お伺いします。 

○杉森弘之 議長 山岡 孝環境経済部長。 

○山岡 孝 環境経済部長 議員御指摘のとおり、地球温暖化の問題は、喫緊の課題として世

界的に取り組む必要のある大きな問題です。日本でも、明治時代以降、平均気温が上がり続け

ており、１００年で１．２６度の割合で上がっています。これは人間の活動に伴って大量に排

出された二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスが主な原因となっていると言われております。 

 市では、２００８年に県内では初となるバイオマスタウン構想を公表しました。この構想を

基に進めた耕作放棄地の解消とＢＤＦ（バイオディーゼル燃料）の製造事業が評価され、２０

１３年には、ほかの７地域と共に国内初のバイオマス産業都市に認定されております。 



 

 このように温室効果ガスの削減については先進的に事業を行ってまいりましたが、２０１５

年のパリ協定で、地球温暖化による被害を食い止めるためには２０５０年に二酸化炭素の排出

量と吸収量が均衡する、いわゆるカーボンニュートラルを実現することが求められることにな

りました。 

 このため牛久市では２０２０年、市内で排出される二酸化炭素を２０５０年には実質的にゼ

ロにする、「ゼロカーボンシティ宣言」を行ったところです。 

 市では、この間、ＢＤＦに加えて、間伐材や建築端材等を使った木質ペレットの製造を手が

け、それぞれ公用車の燃料や福祉センターの発電、公共施設、小中学校での暖房に活用してい

るほか、本庁舎や中央図書館では冷暖房用のボイラーにも利用して、二酸化炭素の排出削減に

努めてまいりました。現在、新たな利用拡大に努めており、廃食用油の調達先についても近隣

市町村の協力を得ながら拡大していくこととしております。 

 またこれらに先立ち、２００１年度から５年ごとにエコオフィス行動計画を定めて、市役所

の事務事業に係るエネルギーの削減とごみ減量への取組を進めてまいりました。 

 昨年度改定した第４期牛久市環境基本計画では、これらの取組を反映し、併せて地球温暖化

対策実行計画を策定しました。 

 地球温暖化対策実行計画では、２０３０年度までに、市内の二酸化炭素の排出量を２０１３

年度に比べて３３．３％を減少させることを目標にしております。そのため、産業部門や家庭

部門など６つの部門ごとに、市民と事業者の取組と、それらに対する市の支援策を挙げており

ます。 

 さらに、うしくエコオフィス行動計画では、これまでは基準年度を上回らないことを目標に

取り組んでまいりましたが、今年度から始めた第５期では、初めて計画最終年度の２０２６年

度に基準年度から１８．７％削減することを目標とするなど、市の事務事業におきましても二

酸化炭素の排出削減にこれまで以上に取り組んでまいります。 

 二酸化炭素の排出量を削減することは、よりよい自然環境を次世代に残すためにもなくては

ならない取組であり、目標達成のためには多くの経費がかかるものと考えております。 

 二酸化炭素の排出削減は、市民や事業者の理解と実行がないと実現できないことから、これ

まで以上にＰＲに努めてまいります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 今後のこの取組に対する目標を明確に教えていただきました。これ

までの取組の成果、結果、どのような成果が表れたかお示しいただければと思います。 

○杉森弘之 議長 山岡 孝環境経済部長。 



 

○山岡 孝 環境経済部長 これまでの市の取組における二酸化炭素の排出削減に関する実績

でございますが、第４期エコオフィス行動計画では、平成２８年度から令和２年度を計画期間

とし、昨年度まで１年間延長して６年間取り組みました。１年間延長したのは、地球温暖化対

策実行計画の策定年度とそろえるためでございます。 

 エコオフィス行動計画では、計画の前年度の実績に比べて増減を見ております。第４期エコ

オフィス行動計画は、平成２７年度との比較になりますが、目標年度の令和２年度で９％、計

画最終年度の令和３年度には１０．６％の削減となりました。 

 また、市全体の二酸化炭素排出量につきましても、環境省の自治体排出量カルテによります

と、平成２６年度の６７万２，０００トンに比べて、令和元年度は６１万５，０００トンと８．

５％削減されております。一方で、さらなる二酸化炭素排出量の削減に向けて、エコオフィス

行動計画の中では、さらなる節電とごみの減量化に取り組んでいくこととしており、例えば照

明のＬＥＤ化や紙ごみの減量、学校給食の排気量の削減、プラスチックごみの分別などについ

て取り組んでいくことを想定しております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 よく理解できました。 

 環境省は、脱炭素型のライフスタイルへの転換を進めるため、環境に配慮した製品やサービ

スを選んだ人にポイントを発行するグリーンライフポイント推進事業を令和３年度補正予算で

実施しております。カーボンニュートラルを実現するためには、家計の意識転換が欠かせませ

ん。そこで、ポイント還元を通じて消費者のエコな行動を見える化することによって、国民の

行動変容につなげていくのが本事業の狙いです。グリーンライフポイントは、環境配慮製品や

サービスの選択など消費者の行動に対し企業などが発行する環境配慮ポイントの総称で、グ

リーンライフポイントという独自のポイントが用意されているわけではありません。利用した

店舗、それぞれが実施しているポイント制度にグリーンライフポイントが上乗せされるように

なります。対象となる行動は、食、住まい、衣類、循環、移動の５つの分野が示されておりま

す。 

 例えば、食では、地産地消の食材利用や販売期間間際の食品購入、食べ残しの持ち帰り、住

まいでは、高性能省エネ機器への買換え、再エネルギーを活用した電気への切替え、衣類では、

持続可能なファッションの選択、循環では、プラスチック製使い捨てスプーンの受け取り辞退、

移動では、カーシェア、シェアサイクルの利用などです。 

 また、本事業に対しては企業だけではなく自治体でも取組が進められております。福岡県北

九州市では、小型電子機器の回収や宅配便の初回受け取りに対してポイントを付与したり、大



 

阪府堺市では、環境行動変容のアプリの導入を通じてマイボトルの利用や省エネ家電の購入、

買換えなどでポイントを還元したり、一定ポイントをためることでプレゼントが当たる抽せん

を検討しているということです。 

 そこで、本市でも本事業に参加し、市民の協力を得てカーボンニュートラル達成に努めては

どうかと考えます。ただいま、第３次公募が行われており、年内まで受け付けているというこ

とです。本市の御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 山岡 孝環境経済部長。 

○山岡 孝 環境経済部長 グリーンライフポイント推進事業とは、昨年度末より新たに始ま

った環境省による補助事業です。消費者が環境に配慮した製品やサービスを選択する行動に対

して企業や地域等がポイントを発行するという仕組みを支援することで、消費者の環境配慮行

動を促進するのが目的です。 

 これまでに２次にわたって募集が行われて、３２の企業や地域が採択されており、現在、第

３次募集が行われております。 

 これまでに採択された企業などでは、御質問にもありましたが、店頭での買物の際に、プラ

スチック製のスプーンなどを受け取らなければポイントをつける、消費期限間際の商品の購入

に対してポイントをつけるといった取組が予定されていると公表されております。 

 また、こちらの御質問にありました北九州市や堺市のように地域で取り組む事例もあるとい

うことを承知しております。 

 議員、お尋ねの牛久市での独自のグリーンライフポイント推進事業の導入についてですが、

導入を予定している企業、地域等のほとんどが、既存のポイント事業への上乗せを予定してお

り、ポイント事業の制度設計から行わないといけないことから、早期の立候補は難しいのが現

状です。また、たまったポイントの活用について、別途事業化を行う必要もございます。 

 いずれにしましても、ゼロカーボンシティ宣言を実効性あるものにするために、グリーンラ

イフポイント事業を含め市民や事業者の取組を後押しする支援策について、広く情報収集と検

討を行ってまいりますので御理解を賜りたいと存じます。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 本事業、こうした事業はほかにもたくさんありますが、こうした本

事業を機会に、本市独自のポイント制度を創設していく、そうしたお考えはないのか、再度お

伺いいたします。 

○杉森弘之 議長 山岡 孝環境経済部長。 

○山岡 孝 環境経済部長 先ほども御答弁したとおり、ポイントも含めてどういったことが、



 

こういった環境を配慮、環境について市民や事業者の取組を後押しできるか、そういったこと

も含めて検討してまいりたいと思います。ポイント、先ほどちょっとお話ししたように、既存

のポイント、これに上乗せというような事業がほとんどでありまして、その辺の活用方法等も

含めまして、ちょっと今すぐというわけにはいかないんですが、事業について内容をちょっと

検討はしていきたいと考えております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 ゼロカーボンシティの実現のためには、行政だけの努力では達成は

困難だと思います。何よりも市民の皆様の御協力、そしてまた市民の皆様の行動変容が必要だ

と思いますので、ぜひともこうしたポイント制度も活用しながら進めていただくようによろし

くお願い申し上げます。 

 それでは、最後の質問になります。学校体育館の高温時における使用と対策についてでござ

います。 

 先ほどの質問でも述べましたとおり、今年の記録的な暑さは６月下旬の梅雨明け発表、この

梅雨明け発表は先日の気象庁の発表では７月下旬に修正されたところでございますが、この６

月下旬から始まっておりました。また、振り返ってみれば今年３月には、既に２５度以上の夏

日を記録した地域もございます。年々こうした異常とも言える暑さが、さらにより厳しくなっ

ていると感じられます。 

 さて、こうした異常な暑さの中、子供たちはどのように学校生活を送っているのかが大変に

気になります。幸いにも、本市の小中学校では教室へ空調設備、エアコンが完全に導入されて

いるおかげで、それほど大きな影響はないと考えることができます。しかし、教室外での活動

はどうでしょうか。高温時での活動が熱中症を引き起こすおそれは十分にあります。 

 そこでまず、高温時における校庭運動場での体育の授業をはじめ、野外観察や運動競技会の

練習、部活動、外遊びなど、どのような基準で、どのように実施されているのか、お伺いしま

す。 

○杉森弘之 議長 染谷郁夫教育長。 

○染谷郁夫 教育長 市内の各学校はＷＢＧＴ温度計を設置しており、毎日、暑さ指数を計測

しながら、体育の実技や休み時間の外遊びの実施を検討しています。多くの学校では、暑さ指

数が２８度から３１度のときには厳重注意、３１度以上のときには運動中止としています。 

 例えば、牛久小学校では、その日の気温や湿度、暑さ指数を記入し、今の牛久小の熱中症の

注意レベルはどのぐらいなのかを校内に分かりやすく掲示することで、教師と児童の情報の共

有を図っています。 



 

 部活動においても、夏休み中は早朝に練習を行うなど暑さ対策を行っています。例えば、多

くの学校では、７時台から練習を始めて１０時には終わらせています。また、その際にも、Ｗ

ＢＧＴが３１度以上のときには中止にしています。 

 体育実技や部活動は、暑さのために校庭で活動できないときは、体育館の暑さ指数を計測し、

必要に応じて体育館で実施することもあります。 

 授業時数の確保については、小学校では体育をほかの教科に変更したり、高学年は保健の事

業を実施したりしています。また、中学校は教科担任制のため、保健や体育理論の授業に変更

して実施しています。中には年間指導計画を見直し、夏の時期に保健や体育理論の授業を集中

させている学校もあります。どの学校も、授業の入替え等の工夫をすることで、授業時数の確

保に努めています。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 それでは、同じく高温時における体育館での活動の在り方について

お伺いします。 

○杉森弘之 議長 染谷郁夫教育長。 

○染谷郁夫 教育長 体育館でも同じようにＷＢＧＴ温度計で毎日暑さ指数を計測しながら体

育の実技や部活動の実施を検討しています。 

 部活動に関しましては、暑さのため校庭の部活動を中止にしているときでも、体育館の暑さ

指数が３１度以下の場合は部活動を実施している学校もあります。その際には、大型の扇風機

を稼働させたり、熱中症予防に努めながら活動しています。 

 また、製氷機で氷を作り、ビニール袋に氷を詰めたものを準備しておくことで、熱中症にな

った子供をすぐ冷やせるようにしている学校もあります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 本市では幸いなことにこの夏、熱中症等で大きな事故とかなかった。

その辺は学校の関係者の皆様の本当に御尽力によるんではないかなと非常に感謝しております。

こうした大型扇風機、氷の準備等もして、子供たちの安全に留意されながら活動を進めていら

っしゃることに非常に感謝しておりますが、高温であれば、体育館でもなかなか活動ができな

い。屋外で活動できなければ、せめて体育館で活動できるように空調設備を整えることはでき

ないでしょうか。既に令和元年第１回の一般質問等で、学校体育館への空調設備の設置を訴え

てまいりました。児童生徒の活動のみならず、災害時の避難所に指定されている学校体育館は、

そこに人がとどまれる環境を用意しなければなりません。しかしながら、このような異常な暑

さの状況下に置かれては、空調設備のない体育館では、ドアや窓を開け放したとしてもサウナ



 

の中にいるような状況です。そのようなところで運動などの活動をすることは言うまでもなく、

ただじっとしているだけでも耐えることはできません。 

 一方で体育館への空調設備の設置に多大な費用がかかることも十分承知しております。設置

コストやランニングコスト、さらに空調設備設置のため、また、断熱性を確保するために、体

育館そのものの改修等が必要になります。またそして、今は何よりも既に教室等に設置されて

いる空調設備の老朽化に伴う不具合を改善するために、それらの更新を順次進めることを優先

すべきであるということも理解しております。 

 ところで、先日した一般質問の際、体育館を避難所として使用する場合、スポットクーラー

の活用云々という答弁をいただいております。 

 そこでお伺いします。エアーハンドリングユニットや汎用パッケージエアコンのように、そ

の設置のために体育館そのものを改修しなければならないといったものではなく、しかも、夏

場だけに限定した可動式のスポットクーラーを各学校に導入整備してはどうかと考えます。こ

れをしっかり各学校に整備することによって、災害時における避難所としての使用のみならず、

ふだんの学校生活でも活用、使用できると考えますが、御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 現在、牛久市の小中学校・義務教育学校の空調設備ございますが、整備後

の１５年以上経過したため、多数の不具合が発生しておりまして、国の補助金を活用しながら

更新工事を行っております。 

 先ほどのスポットクーラーでの暫定的な整備をとのことでございますが、高出力タイプの機

器を選択する必要があり、受変電設備の改造や体育館までの動力配線工事、分電盤の設置など、

工事が必要となります。 

 費用面では、夏季限定といたしまして４か月で全校へのレンタル料を考えた場合、本体、代

替設備など１シーズンで約６，０００万円程度の費用がかかるという試算をされております。 

 文部科学省の空調設備設置状況調査の中では、令和２年９月１日現在、体育館の空調設備設

置率は、スポットクーラーを含めて全国で５．３％、茨城県では０．８％、設置数の約６３％

は東京都が占めている状況にあります。 

 これらを総合的に勘案いたしまして、現時点では校舎の普通教室の管理諸室の空調設備工事

を優先しながら実施しております。その後、特別教室も控えていることから、学校施設長寿命

化計画において体育館空調設備については盛り込めてはおらず、現在のところ優先順位は低く

なっているものでございます。 

○杉森弘之 議長 鈴木勝利議員。 

○１番 鈴木勝利 議員 ただいま御答弁いただきましたように、全国的にもまだいまだ体育



 

館への空調設備の設置率が低い、県内では０．８％という数字だということで、この辺は非常

に財政面も含めて非常になかなか難しいということは、私もよく理解をしております。優先順

位が低いということも非常に理解をしております。ただ、これから将来のことを考えると、安

心安全なこうした避難所の確保はもとより、子供たちがいつでも思いっ切り活動できるように、

そうした場を提供してあげられるのが私たち大人の責務だと考えております。財政面のこうし

た難題を含め、引き続き、私自身も何とか体育館へのこうした空調設備が設置ができるように

知恵を絞って考えてまいりたいと思いますので、執行部の皆様もどうぞよろしくお願い申し上

げます。 

 以上で私の一般質問を終了いたします。 

○杉森弘之 議長 以上で、１番鈴木勝利議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１４時２５分といたします。 

                午後２時１３分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後２時２５分開議 

○杉森弘之 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に６番池辺己実夫議員。 

      〔６番池辺己実夫議員登壇〕 

○６番 池辺己実夫 議員 皆様、改めましてこんにちは。新政会の池辺己実夫です。通告に

従いまして、質問をさせていただきますので、どうぞよろしくお願いします。 

 まず１つ目のテーマは、防災計画に基づく風水害対策と市民への周知についてであります。 

 今年は梅雨入りが６月６日から、昨年よりも８日早かったみたいです。梅雨明けが７月２３

日、７日梅雨明けは遅かったそうです。そんな中、７月初頭から猛暑が始まり、長い夏に突入

して、最高気温が３５度を超える猛暑日の日数が東京で観測史上最多となるなど、これからは

猛暑への対策も私の中では災害対策の一つに考えなければいけないのかなあと思うぐらい暑い

日が続いています。 

 一方で、記録的な大雨による災害が全国各地で起こっており、８月上旬に東北地方から北海

道にかけて発生した線状降水帯から降った１日の雨量が、平年の１か月を上回るといった報道

がなされておりました。このようなことが今後においても決して牛久市においても起こらない

とは誰も言えないと思います。 

 また、９月は防災月間でもあります。８月３０日から９月５日、これが防災週間、９月１日

が防災の日、過ぎてしまいましたけれども、今月は防災月間ということで、９月９日はたしか



 

救急の日ということもありまして、前段でつまらないことばかり言っていますけれども、各自

治体の防災対策の基本となるものは、それぞれ自治体で策定している防災計画ではないかと思

います。 

 今回の一般質問では、年に一度の防災月間に合わせて牛久市地域防災計画の内容を確認させ

ていただきながら、その計画に基づく市民生活の安全確保に向けた対策と、その内容の市民へ

の周知について確認をさせていただきたいと思います。 

 なお、地域防災計画は、震災対策のものと風水害対策のものがあると思いますが、今回は、

先ほど述べましたように記録的な大雨による災害が全国各地で起こっている状況から、特に風

水害対策に絞って質問させていただきます。 

 それでは、まず最初の質問は、牛久市地域防災計画風水害対策編の内容についてであります。 

 改めて牛久市のホームページで牛久市地域防災計画を見ましたが、何と風水害対策計画編だ

けで１８２ページあり、大変確認のしがいがあるというか、最初に目次があって、大きく予防

のための計画と、実際に災害が起きたときの対応のための計画、そして、復旧、復興への計画

というような内容であることは分かりますが、大変ボリュームがあって、それだけ内容が多い

ということは、それだけ細部にわたってもう物すごい検討がなされている証拠だと思いますが、

これだけやっぱりあると、私などは正直、どこをどういうふうに読んで、どんなふうに頭に入

れて市民に説明したらいいのかなとちょっと困ってしまうところがありまして、そこで私が牛

久市民の皆様方にこの防災計画を説明する場合、どの部分をしっかり押さえなければいけない

のか、計画のポイントというんですかね、肝になる部分があれば教えていただきたいと思いま

す。 

○杉森弘之 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 お答えいたします。 

 地域防災計画、そもそもどういうものかということをまずは御説明したいと思います。 

 地域防災計画は、災害対策基本法の規定に基づき、国の防災計画に沿って作成をいたします。

地域の実情に即した被害を想定し、災害発生時の避難、消火、水防、救難、救助などの具体策

のほか、ライフラインの復旧、食料、衣料品、物資の輸送対策本部の体制、復興の進め方、防

災教育や避難訓練、備蓄計画などの非常に多岐にわたる項目を盛り込んだ各自治体独自の防災

計画となっております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 現在の牛久市地域防災計画は、先ほども申しましたが、風水害対

策計画編と地震災害対策計画ともに、令和４年、今年の６月に修正されております。風水害対



 

策計画編の計画書にも、この計画については毎年検討を加え、必要があると認められたときは

これを修正しますと書かれており、常に見直されていることは本当に大変すばらしいことであ

ろうと思います。 

 そこで、令和４年６月の修正について、どのような内容なのか伺います。また、修正を加え

た計画についても併せて伺います。 

○杉森弘之 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 令和４年６月の修正につきましては、大きく３点を理由に実施をいた

しました。 

 まず１点目は、災害対策基本法の改正により気象情報に関する警戒レベルの名称の変更があ

り、警戒レベル４の避難勧告が廃止され、警戒レベル４は避難指示に一本化されたことなどに

伴う記載の変更を行っております。 

 ２点目は、同じく災害対策基本法の改正により、避難行動要支援者の個別避難計画が市町村

の努力義務とされたことに伴い、個別避難計画の作成に関する記載をしております。 

 最後に３点目として、実効性のある個別避難計画を作成するために、避難行動要支援者名簿

の定義を改める変更を実施しております。 

 地域防災計画の修正については令和３年３月にも実施しており、各種名称の変更や組織の改

正などによる修正を中心に、おおよそ一、二年ごとに適宜修正を行っているところです。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 分かりました。国から下ろされてきて、それでいろいろこうやっ

ていくというのは、これ、よく分かったんですけれども、次に何ていうんでしょうテーマの質

問をした中で、いざというときの市民への周知について、これちょっと聞きたいんですけれど

も、やっぱり今、部長が答弁なされたのはもうもっともだなと思うんですけれども、それが市

役所の執行部の人たちが本当にこれを例えば今言ったことが頭にきちんと入って、私、今言わ

れたことを正直、今は何となくこう分かるんですけれども、きっと忘れちゃうと思うんですよ

ね、やはり、そのことだけをやっているんじゃないんで。だから、やはりこういった形のこの、

これ牛久市のやつですけれども、こういったものを本当にいいと思うんですけれども、これを

もちろん書き換えたりするっていうのももちろんありなんですけど、もっともっと、うまく言

えないけど、自分の身は自分で守るみたいなそういったところを柔軟にして、あと、これ多分

もう皆さん多分、私以上に後ろの方は議員さんたち知っていると思うんですけれども、牛久市

の避難所の一覧これ書いてあるんですけれども、これも何というんでしょうね、大体１ミリぐ

らいの大きさなんですよ、これね、そうすると、これ正直高齢者の人とかは、なかなかこう、



 

もちろんスマホとかそういうの持っているから、ぴよーんとかやって見てねみたいな形だった

ら全然オーケーなんですけれども、そういった形じゃなかなか見られないと思うんですよ、私

の個人的なあれですけれども。こういったものをこの保存版ぐらいの大きさでちょっとこう書

いたほうが、例えば田宮だったら、私が住んでる田宮だったら区民会館だよとか、第２避難所

は第二小学校の体育館なんだよみたいな、そういった形で皆さんも、ここにいる執行部の皆さ

んも逆に言えばそういったことを熟知していれば、例えば地域に皆さんも帰ったときに、「と

ころで、部長さん、これどこに俺ら行けばいいのかな」と言われたときに、「ダイジェスト版

見ていないの」みたいな形で「牛久市はこんなすばらしいのを出しているんだよ」と、ぱっと

と言えるようなそういったものがやっぱり私の中では必要かなって思っているんですよ。 

 そこで、いざというとき市民が知っておくべきことは何なのかを改めて伺いたいと思います。 

○杉森弘之 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 地域防災計画については、先ほどの答弁でも述べたとおり、多岐の項

目にわたる記載があり、全てを市民の方に御理解いただくのは難しいと思います。そこで、市

では議員御案内のとおり、いざというときの行動や日頃からの備え、非常時の連絡手段、避難

場所一覧などを記載した「牛久市防災ハンドブック」を令和３年５月に作成し、牛久市内全戸

に配布を実施したところでございます。市民の皆様には、このハンドブックをお読みいただき、

平時より災害に備えていただきたいと考えております。 

 このハンドブックの中に、配られただけでなかなか全部を読むということも難しいとは思う

んですが、一番やっていただきたいことは、このハンドブックの中に、我が家の防災メモとい

うページがございます、２３ページなんですが、ここに御自分の避難場所、第１次避難場所、

第２次避難場所、あと、避難時の服装ですとか家族の連絡先などを記入する欄があります。こ

れはいわゆるマイ・タイムラインを自分で作成するようなものですので、これはそれぞれ皆さ

ん御自分の万が一の避難場所というところは押さえておくという意味でこの欄を活用していた

だければと思います。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 部長ありがとうございます。 

 この大事な部分ですよね、こういったことを、逆にこう言ってもらいたいんですよ、市民に。

こういったことが大事なんだよみたいな形で、自分が言いたいのは本当、本当もうこれで質問

やめてもいいぐらいな、今の答弁まさしくそれなんですよ本当に。 

 次に、市民が知っていくべきことがどのように周知されているのか。ふだん、いざというと

きに備えて、市民への周知の状況について伺います。 



 

 市のホームページを見ていくと、台風への備えや、自宅待機などをするときの食料の備蓄方

法、災害時に備えた防災態度について、局地的な豪雨に対する気象観測システムＰＯＴＥＫＡ

に関する情報など、暮らしの手引内の防災から様々な情報を得ることができます。 

 また、ホームページ以外にも、冊子やパンフレットなど、いざというときに備えて、市民に

様々な情報が提供されていると思われますが、これも含めて、どのような情報が提供されてい

るのか、改めて私がここに書いた以外でもあるんでしたら教えていただきたいと思います。 

 また、そのような情報の中で、台風や線状降水帯の発生によるゲリラ豪雨が予想されるとき、

特にここだけは、もう絶対に確認してほしいっていうポイントがあったら教えていただきたい

と思います。 

○杉森弘之 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 市では、いざというときに備えて、先ほどの答弁で述べたとおり牛久

市防災ハンドブックの配布を実施しております。 

 また、ホームページやこのハンドブック以外にも広報うしくへの記事の掲載、ＳＮＳでの情

報の発信及び災害用備蓄品の各所での展示などを実施しており、市民に対して防災意識の高揚

を図っているところです。 

 今後は、より定期的な広報うしくへの記事への掲載、かっぱメールなどを用いた啓発活動を

実施し、市民のさらなる防災意識の高揚を図り、各行政区、各自主防災組織で実施する防災訓

練に積極的に参加をし、災害時は自分の身は自分で守るという自助の意識を持っていただける

よう取り組んでまいりたいと思います。 

 次に、台風や線状降水帯の発生によるゲリラ豪雨についての備えや対策ですが、過去の災害

で自宅付近に水がたまったことがある、自宅が周りと比べると低地にあるなどの場合は、土の

うを準備していただき、流れ込む水を防ぐ対策を実施することが有効となります。土のうにつ

きましては、牛久市役所本庁舎、東みどり野防災広場、田宮防災広場、かっぱの里、生涯学習

センター、牛久消防署東部出張所の５か所に土のう置場を設置しており、２４時間いつでも誰

でも土のうを取りに行ける体制としています。 

 また、道路の側溝や雨水ますに枯れ葉やごみなどが詰まっていると、雨水が流れにくく内水

氾濫の原因となりますので、日頃よりチェックしておき、地域の皆様で清掃していただくとい

うことも重要でございます。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 部長、ありがとうございます。これ、土のうの準備もすごいです

よね、１，０００個ぐらいやってあるんですよ、これ。やっぱり私もこれ改めて今回質問する



 

のに勉強させていただいて、何個ぐらいあるのかなというのもこれ改めて勉強になりました。

こういったのも市民には、はっきり私のほうでも、牛久市はこれだけ努力していますよという

形でしっかりと伝えていきたいと思います。 

 続きまして、この問題の最後の質問になります。災害弱者、生活弱者と言われる方に、本当

にいざというとき市役所からどのような情報が伝達されるのか伺います。 

 ここまで近年多発するゲリラ豪雨などの風水害対策について、牛久市地域防災計画の内容を

確認しながら、市民が知っておくべき情報について整理というか教えていただきました。多く

の市民の方々はこれらの情報を基に、先ほども自助の精神と言っていましたけれども、自分の

身の安全を確保するのは自分でというふうな形で行動をお願いするわけですが、一方で、その

ような情報について分かってはいても、自分自身では安全を確保する行動を取るのが大変難し

い災害弱者、生活弱者の方がおられるのも事実ではないかと思います。 

 そこで、そのような災害弱者、生活弱者の方に対して、いざというときに市役所からどのよ

うに情報が発信され、伝達され、さらにその情報を基にそれらの方々が避難をどのようになさ

れるのかについて伺います。 

○杉森弘之 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 避難行動要支援者に対する避難情報の伝達でございますが、土砂災害

警戒区域にお住まいの方については、直接電話などで避難の呼びかけを行い、御自分で避難が

難しいという避難支援が必要な場合は、市の職員を中心に直接避難支援を行う体制を構築して

いるというところです。 

 また、土砂災害警戒区域以外の方につきましては、今後、個別避難計画を迅速に作成するた

めに、担当部署間で協議を進めているところです。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 いや、部長、本当に安心しました。もう例えば動けなくなっちゃ

ってもう、これも市の人が、私のことを助けていただけるんなら、私がもし動けなくなったり

してしまったときには、そのぐらいやはり牛久市は安心安全なまちだなっていうのを、今本当

に理解できました。どうも今日ありがとうございます、この部分に関して。 

 続きまして、大きな２つ目のテーマ、魅力を高めるための牛久沼周辺地区の土地利用につい

ての質問をさせていただきます。 

 改めて申し上げるべきことでもなく、一部の自治体を除いて、全国の自治体で人口減少が始

まっており、この問題を少しでも解決しようとする観点からそれぞれの自治体がまちの魅力を

高める努力を行っております。牛久市においても、これまで子育て支援をはじめ、文化、ス



 

ポーツ振興や公共交通、また道路整備など、市民の生活の向上とともに多くの方々にほかの市

町村から牛久市に訪れていただく施策を行ってきたものと思います。これまでの御答弁の中で、

根本市長もいつもおっしゃっているように、牛久市には、東部地区にギネスブックにも載って

いる世界最大の牛久大仏、また、中央地区には日本遺産を獲得した牛久シャトー、そして、西

側の地区の牛久沼と、歴史と豊かな自然環境に恵まれた本当にポテンシャルの高い観光資源が

あり、それらの活用はこれまでも度々議論をなされてきました。 

 そのような中で、牛久沼周辺地区の弘化新田地域に、昨年１２月市内の民間企業により牛久

沼を見下ろすような立地にキャンプ場が開設され、休日は親子連れや若いグループがバーベキ

ューなどを楽しんでいます。この地域は、近い将来６号バイパスの新設により交通量の増大も

予想されることだけではなく、龍ケ崎市や牛久沼のほとりに開設を目指しているりんりんロー

ドの敷地にも隣接していることから、新しい誘客施設設置には最適であると思います。 

 そこで、先ほど民間キャンプ場の紹介をしましたが、キャンプ場の南側の地域は山林や耕作

放棄地が広がっていることから、牛久沼周辺地区の魅力度を高めるために、城中地区から新地

地区への散策路とともに、牛久沼を見下ろせる眺望できるような新地地区の台地において、週

末に今はやっているカントリーライフっていうんですかね、農業体験ができるような施設や、

笠間とか八千代町のようなクラインガルテンの整備推進を検討してはいかがと思うのですが、

市の考えを伺います。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 ドイツ語で小さな庭を意味するクラインガルテンに関しては、過去にも何

度か御質問いただきました。日本では滞在型市民農園と称され、県内では、平成１３年に笠間

市で５０区画、そして、平成１６年に八千代町で２０区画が開設されました。いずれも空きが

出るとすぐに次の利用者が決まるほど盛況でございましたが、その建設費用は、笠間市では８

億４，０００万円、八千代市では２億４，０００万円という巨額なものでございました。それ

にもかかわらず、特定の限定された人のみの利用となり、利用料も安価であることから、営業

状況は大変厳しいと伺っております。残念ながらこのような自治体以外には、県内ではその後

開設されていないのが現実でございます。 

 牛久大仏と牛久シャトーという２大観光スポットに加え、牛久沼及びその周辺には、当市の

貴重な文化財が点在しております。季節ごとの景観の観賞にたえ得るものとして「新日本歩く

道紀行１００選」にも選ばれたコースを擁する風光明媚なエリアでございます。 

 市では、この地域について、平成２１年度から平成２５年度にかけて、牛久沼かっぱの小径

の整備をはじめアヤメ園の拡張、そしてトイレの改修、駐車場整備など、また牛久城址の散策

路の整備などを行いました。 



 

 また、昨今では、牛久沼周辺に直売所の併設された古民家カフェやキャンプ場がオープンし、

東林寺周辺の台地でも有志グループにおいてイベントが行われて、議員御提案の農業体験等を

含めて、今後新たな集客エリアとしての活気に呈するポテンシャルを秘めているものと思われ

ます。 

 折しもＪＲ東日本が運営する「駅からハイキング」に商工観光課職員が企画した「旧き佳き

牛久をめぐるコース～明治から昭和初期の文化を訪ねて～」というエントリーをしております。

参加者にはエスカードビル牛久内の「いばらき自慢」で受付をし、牛久沼周辺を歩いて巡り、

最後に牛久シャトーを訪れるという内容で、１０月１日から１０月１６日までの土日祝日に催

行される予定でございます。どのぐらいの反響があるか楽しみでございますが、参加者からの

意見やそして感想、またいろいろな御意見をいただきながら、今後の観光事業の振興の参考に

したいと考えております。 

○杉森弘之 議長 池辺己実夫議員。 

○６番 池辺己実夫 議員 市長、答弁ありがとうございました。 

 ただ、これは別にもう答弁いいんですけれども、私は八千代に行ってきたんですよ、クライ

ンガルテンですがね。何ていうんでしょう、農業体験できるようなところに、ああいうのは何

ていうんですかね、ラウベというんですかね、何か家みたいな何か別荘とは言わないけど、そ

ういったのがあって、そこに泊まったりもできて、そこで田舎暮らしが農業体験なんかもでき

るんですよ。すごく思ったのは、私ここに住んでいても思うんですけれども、なかなかこう土

をいじってどうこうするっていうのはしないじゃないですか。それを、そこで自然の中で自分

が直接こう土を触って、触れて、そこで汗を流して、野菜を作って収穫して、野菜で作った料

理で気の合う仲間とやはりそこで談笑したりなんかというのは、何というんでしょうね、ちょ

っと格好いい言葉で言えないけれども、スローライフというんですか、そうするとやっぱりそ

ういうので人生の楽しみというか、生活の質を高めるという、だんだんこう自分なんかも若い

頃というのは、もっとこうアクティブで動き回れたけれども、今、そういうのじゃなくて落ち

着いて、何かこう話の合うやつらと一緒にこう、何ていうんでしょうね、そういうのをしてい

きたくなってくると思うんですよ。多分、ここ市長、答弁ですからね、もう皆ここにいる市長

もだんだんそんなふうに、俺はなってくると思うんですよ。それを東京の人なんか俺、なおさ

ら都会に住んでいる人は、それって結構大事なことじゃないかなって自分では思うんですよね。 

 だからそういった施設を、やっぱりこれ６号バイパスができてくるわけですから、間違いな

くこれは、そしたら間違いなくそういう人たちが来るんですよ。そのときに、ああ、池辺がち

ょっと言ってたよなあみたいな形で思い出してもらって、そこからもしもやってもらってもい

いんで、消さないでおいといてもらいたいなっていうのが、これは答弁結構ですから、そうい



 

ったことを私のお願いとして、ちょっと個人的なことばかりちょっと言ってしまってすみませ

ん。私の一般質問、終わります。いろいろな答弁きちっとしていただきまして、どうもありが

とうございました。 

○杉森弘之 議長 以上で６番池辺己実夫議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１５時１０分といたします。 

                午後２時５９分休憩 

        ――――――――――――――――――――――――― 

                午後３時１０分開議 

○杉森弘之 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、２番藤田尚美議員。 

      〔２番藤田尚美議員登壇〕 

○２番 藤田尚美 議員 皆様、改めまして、こんにちは。一般質問、本日最後の登壇となり

ますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは初めに、ＨＰＶについてであります。 

 子宮頸がん発生予防を目的とした、ＨＰＶワクチンについて、２０１３年４月に定期接種化

されましたが、慢性腰痛や運動障害などの副反応問題によって同年６月から積極的な勧奨が中

断されましたが、厚労省の専門家会議での議論を継続した結果、接種の有効性が副反応のリス

クを明らかに上回ると判断し、定期接種対象者への積極的勧奨が約９年ぶりに再開されました。 

 また、積極的勧奨を差し控える期間に、定期接種年齢を設けるキャッチアップ制度も開始さ

れました。 

 そこで、４月より始まりました、個別通知・キャッチアップ制度の取組の成果を伺います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 ＨＰＶと言われるヒトパピローマウイル

スは、若年で感染すると子宮頸がん等を引き起こす可能性が高くなることから、子宮頸がん予

防ワクチンとして定期予防接種に位置づけられていますが、ワクチンとの因果関係を否定でき

ない持続的な疼痛がＨＰＶワクチン接種後に特異的に見られたことから、平成２５年から厚生

労働省の通知により接種の積極的な勧奨を控えてきたところです。 

 しかし、国の審議会において、最新の知見を踏まえ、接種による有効性が副反応のリスクを

明らかに上回ると認められたことにより、令和３年１１月２６日付、厚生労働省健康局長通知

に基づき、令和４年度からの対象者に積極的勧奨が再開となりました。また、積極的勧奨の差

し控えにより接種機会を逃した方に対して、公平な接種機会を確保する観点から、対象年齢を



 

超えて接種を行うキャッチアップ接種についても、予防接種法施行令の一部改正により令和４

年４月１日から実施することとなりました。 

 市では、キャッチアップ接種を含め対象となる全ての方、令和４年度学年相当で１２歳から

２５歳になる４，７６６名に接種案内及び予診票を個別通知し、市内協力医療機関において接

種を行っております。また、接種に当たりワクチンの効果とリスクについて、対象となる皆さ

んが正しく理解し、接種について考えていただくために、６月に市民対象の講演会を開催し、

ウェブ参加も含め４９名の参加がありました。接種する医療機関に対しても、改めて情報共有

のため、産婦人科医の協力の下、講演会を開催しております。 

 さらに、情報提供として、ホームページや保健センター内に子宮頸がんワクチンコーナーを

設け、パンフレットを提供するとともに、接種を迷っている方等の相談に応じております。 

 ４月から７月の４か月間でワクチン接種者数は、定期接種対象者が１２０名、キャッチアッ

プ対象者が１４４名、合計２６４名となっております。 

 今年度は接種率を７０％と見込み予算計上しております。 

 今後も、接種及び接種後の相談に丁寧に対応し、安全な予防接種体制と接種者自身が十分に

理解し、納得して行動を取れるよう支援してまいります。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、調布市の子宮頸がん検診、受診向上を目指したＨＰＶセルフ

チェック活用が開始され、内容を説明させていただきます。 

 自宅でＨＰＶへの感染の有無が分かる簡易検査キットを活用することで、その後の子宮頸が

ん検診の受診や啓発につなげていくことが目的であります。 

 担当課によりますと、２３、２４歳に対象を絞ったそうであります。理由といたしまして、

２０歳は成人なので個別通知、２１、２２歳は、国からクーポンが届きます。２５から２９歳

は個別通知、再勧奨という流れがあるため、２３、２４歳は個別通知、再勧奨が漏れてしまう

世代のため、調布市は２３、２４歳、約３，０００人いるとのことです。 

 また、このキットに対しての予算といたしまして、検査と事務費で１人９，４００円の計算

で、１割分という計算で３００人の確保したところ、年間たった１０人ぐらいの受診だったと

ころが、このキットを導入したところ、１か月で約６２０人超えという大きな成果が出ており、

来年度はきちんと予算化していきたいとの担当課の言葉でした。 

 この無料のＨＰＶセルフチェックを活用して、受診率向上のため活用してはどうかと考えま

すが、お伺いいたします。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 市町村によるがん検診は、厚生労働省が



 

示す「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき、死亡率を減少させる

ことを目的に、科学的根拠が立証されている５種類のがんについて実施しています。国が推奨

する子宮がん検診は、医師による問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診となり、ＨＰＶ検査

は含まれておりません。 

 一方、国立がん研究センターによる「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン更新

版」では、ＨＰＶ検査単独法は、推奨グレードＡ検診実施推奨としています。しかし、検体は

医師採取を原則としており、引き続き自己採取ＨＰＶ検査については、評価研究の対象となっ

ております。 

 ＨＰＶセルフチェック、いわゆる自己採取ＨＰＶ検査は、手軽に自身で検査ができるため、

今まで検診を受けたことのない方の受診行動につながる可能性は高いと考えられます。 

 しかし、ガイドラインで示されているとおり、検体の回収率や精密検査以降のプロセスにつ

ながるかという評価が不十分であることや、ＨＰＶ検査自体の陽性者に対する長期の追跡を含

む精度管理体制整備も必要となってきます。今後も、国県や他の自治体の状況等を注視し、自

己採取を含むＨＰＶ検査の実施につきましては、有効的な活用方法も併せて調査研究してまい

ります。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 調査研究するということで、それでは調布市は、セルフチェックの

とき、２３、２４ということで、セルフチェックの対象を決めております。牛久市として、こ

の２３、２４の個別通知再勧奨が漏れてしまう世代へのフォローはどのようにされるのか、伺

います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 がん検診につきましては、どこの自治体

も受診率を上げるためにいろいろな方法を実施しております。調布市においても、２３、２４

歳で漏れているというところですが、これは実際には、国が実施しているのは２１歳に向けて

の無料検診のみであり、それ以外の対策については市独自のものと思われます。 

 牛久市では、令和３年度の市の子宮がん検診の受診率は９．６％で、コロナ禍以前と変わり

ない状況です。調布市のように２３歳、２４歳をターゲットにした取組は行っておりませんが、

若い世代へ向けた受診率向上に向け様々な取組を行っております。ただいま申し上げましたよ

うな国の補助事業として、２１歳の方を対象に無料クーポン券の送付と未受診者への個別受診

勧奨を市独自で毎年行っております。また、これまでに子宮がん検診と講演会を組み合わせた

実施や、託児つき検診、乳幼児健診時に受診勧奨のチラシを配布する、また、レディース検診

として一般健診と婦人科検診の同時実施を行うなど、いろいろな取組を行ってまいりました。



 

こういった中で、２０代、３０代の受診率は、令和元年度から令和３年度までの過去３年間に

おいて、７．０３％、７．５４％、７．４２％と、僅かではありますが増加傾向にあります。 

 今年度は、健康について夫婦で考え、そろって検診できるよう、３０代ファミリー検診を２

月の休日に計画しております。 

 今後も、様々な取組を試みて、多くの方に検診を受けていただくよう実施してまいります。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 様々な工夫で、受診率向上のために取り組んでくださっていること

が分かり、また３０代の御夫婦はファミリー検診という形で、またこの子宮頸がんについても

御夫婦で学ばれていくっていう取組かなと思います。 

 次の質問に移っていくんですけれども、日本では、子宮頸がんの予防としてＨＰＶワクチン

は女性のみが接種するものとして定期接種となっておりますが、オーストラリアでは１５歳の

男女の接種率が８０％を超えており、アメリカ、イギリスなどの多くの先進国でも男女ともに

接種することが主流になっております。ＨＰＶに感染すると子宮頸がんを発症することがあり、

日本では年間約２，８８７人の女性が亡くなっています。これを防ぐためには、性交渉により

パートナー間で感染してしまうピンポン感染をなくすことが重要であります。 

 また、ＨＰＶは女性の子宮頸がんだけではなく、男性自身のがんリスクも無視できません。

ＨＰＶワクチン接種の先進国は、続々と男性へのＨＰＶワクチン接種を積極的に進めておりま

す。 

 そこで、ＨＰＶが関係する男性の疾病はどのようなものがあるか伺います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 ＨＰＶヒトパピローマウイルスは、ほと

んどの大人が感染しているごくありふれたウイルスで、約２００種類の遺伝子タイプがあり、

そのうち悪性腫瘍の発生に関係深いＨＰＶタイプは「高リスク型ＨＰＶ」、良性のイボなど発

生に関係するＨＰＶは「低リスク型ＨＰＶ」と呼ばれています。感染経路は主に性的接触が原

因とされ、皮膚や粘膜の微小な傷から侵入し、細胞に感染します。男性の場合も性的接触によ

りＨＰＶに感染する可能性があります。遺伝子型が高リスクの場合は、陰茎がん、肛門がん、

中咽頭がんなど、低リスクの場合は、性器・尿道・肛門などに尖圭コンジローマというイボが

現れる可能性があります。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、男性もワクチン接種をすることでどのような期待ができるか

伺います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 



 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 ＨＰＶはほとんどの大人が感染している

ごくありふれたウイルスで、性的接触によって感染を繰り返すため、男女にワクチンを接種す

ることで、感染の広がりを抑えることができます。自身のＨＰＶ感染によるがんや尖圭コンジ

ローマ発症予防だけでなく、自身が感染源とならないこと、大切なパートナーを病気から守る

効果も期待できます。 

 現在、子宮頸がんの予防を目的に定期の予防接種として用いられている「４価ＨＰＶワクチ

ン・ガーダシル」は、令和２年１２月、厚生労働省第７回薬事・食品衛生審議会医療品第二部

会において、肛門がん、尖圭コンジローマの予防に対する適用拡大が承認され、男性の任意接

種が可能となりました。ガーダシルは、子宮頸がんから最も多く検出される１６型・１８型と

尖圭コンジローマ等の原因に関与する６型・１１型の４つの型を含んだワクチンであり、現在

も国審議会において男性への定期接種についての検討が行われております。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 男性への任意接種が可能となり、また今、定期接種への医師会のほ

うで予防接種の議案が上がってきているという情報も聞いております。 

 そこで、接種費用と海外の接種状況をお伺いいたします。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 当市の予防接種は、市と医師会及び接種

医療機関において協議を経て、委託契約により実施していますが、接種費用である委託料は主

に診療報酬額を基準とし、初診料、注射手技料、乳幼児加算や生物学的加算の各種加算料と、

ワクチン代を加えた額としております。 

 また、定期接種の費用負担は、国の交付税措置はありますが、ほとんどが市負担となってお

ります。牛久市においては、高齢者のインフルエンザと肺炎球菌、中学３年、高校３年、学年

相当のインフルエンザ以外は全額公費負担としており、任意接種も含めて、現状で１人当たり

約４０万円の費用を負担しております。 

 子宮頸がんワクチンは３回接種が必要であり、１回当たり約１万７，０００円、３回合計で

５万１，０００円の接種費用となっております。 

 海外でのＨＰＶワクチン接種は、２００６年に欧米で始まり、２０２０年１１月時点では、

１１０か国で公的な予防接種が行われ、カナダ、イギリス、オーストラリアでは、接種率が約

８割となっております。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、男性もＨＰＶワクチンを接種することで、男性自身のＨＰＶ

感染による疾病を予防できることに加え、パートナーへの感染防止や社会全体での感染リスク



 

低下など、接種の意義は高いと言えます。一方で、男性のみ全額自費、先ほどの答弁でありま

すと、１万７，０００円掛ける３回で５万２，０００円、この５万２，０００円全額自費で求

めるのもハードルが高いと思います。 

 そこで、男性がＨＰＶワクチン接種をする際の接種費用を一部でも市で助成はできないでし

ょうか、伺います。 

○杉森弘之 議長 渡辺恭子保健福祉部次長。 

○渡辺恭子 保健福祉部次長兼健康づくり推進課長 現在、ＨＰＶワクチン接種は、定期接種

対象である女性に対し子宮頸がんを予防することを目的に実施しています。ＨＰＶワクチン接

種につきましては、積極的勧奨が再開したものの、接種後の副反応や後遺症の発生状況等を注

視し、対応しているところです。まずは、女性に対する予防接種の状況を見極めた上で、男性

の接種につきましては、接種の意義は認められると認識しておりますが、定期接種の対象では

ない現段階においては、対象年齢や費用対効果、接種体制など、慎重な検討が必要な状況と考

えております。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 それでは、再度市長にお伺いいたします。 

 市民の健康を守り、将来の子育て世帯への支援策とも言えると思います。また、女性に対し

ては、男性も一緒に接種することで子宮頸がん予防を推進でき、女性のみに予防の負担をかけ

ないという温かいメッセージとなり、男性に対しては、男性自身の疾病予防策にも本市はしっ

かり補助を出すという男女どちらにも恩恵が感じられる政策と言えます。他市に先駆けて実施

することで、市民へのメッセージとなると思いますが、再度御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 根本洋治市長。 

○根本洋治 市長 牛久市では、任意の予防接種はこれまで、おたふくかぜ、水ぼうそう、そ

して小児肺炎球菌、ヒブ、ロタウイルスなど、数多くのワクチン接種の一部を助成または全額

助成を他市町村に先駆けて行ってまいりました。ワクチン接種で予防できる疾病に対する任意

接種の助成については、感染すると生命を脅かし、合併症や集団感染の可能性がある疾病で、

治療が困難で、予防に有効である予防接種については、牛久市医師会と相談しながら優先順位

をつけて助成の検討を進めてまいります。 

 現在、男性へのＨＰＶワクチンの接種につきましても、副反応等の研究結果や国の動向を注

視しながら、有効性及び安全性を見極めながら牛久市医師会と相談し、そして継続して検討す

ることが必要だと思います。 

 まずこれが、子宮頸がんが始まりました。恐らくあと数年後に私はこのような時代も来るの

かなと、海外では、聞くともう必ずこれはもう当たり前のワクチン接種だという話を聞いてお



 

ります。その中で、もうちょっと時間かかるのかと思います。ただ、やっぱり、実は私、この

後遺症で子供さんですね、女の方が車椅子で見えました。非常に明るいお母さんと一緒に来た

んですけれども、非常に明るい感じで来られて、僕もほっとしたなと思いますけれども、これ

からまた学校へ戻れるということで安心しました。このような後遺症が残らないように、やは

りいろいろな事例をしっかり精査しながら、これからワクチン接種についても行っていきたい

と思います。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 ぜひとも継続の検討、助成の検討をよろしくお願いいたします。 

 次に、やはりがん教育が必要であります。近年、疾病構造の変化や高齢社会など、児童生徒

を取り巻く社会環境や生活環境が大きく変化してきており、健康教育もそれに対応したもので

あることが求められております。今回は、子宮頸がんについて、がんそのものの理解やがん患

者に対する正しい認識を深める教育は重要であります。 

 そこで科学的根拠に基づいた知識などの専門的な内容を、外部講師の協力を得て講演会など

を実施したりと取り組んでいただきたいと思いますが、御所見を伺います。 

○杉森弘之 議長 染谷郁夫教育長。 

○染谷郁夫 教育長 昨年度のがん教育の実施状況は、市内中学校義務教育学校後期課程では、

６校中６校で実施、小学校義務教育学校前期課程では、８校中７校で実施されています。授業

においては、教科書のほか文部科学省や県教委のがん教育教材を活用している学校もあります。 

 また、子宮頸がん予防ワクチンや、がん検診の大切さについて学習するなど子宮頸がんに特

化した学習を行った学校も市内で１校あります。 

 茨城県は、毎年、がん教育講演会の実施を希望する小・中学校等に、医師やがん体験者等の

外部講師を無償で派遣するがん教育総合支援事業を行っています。今年度も、牛久小と牛久三

中が選ばれ、講演会を実施する予定です。ただ、毎年市内で４から５校が応募しているものの、

応募校が多数のため、今年度のように１校から２校しか選ばれないのが現状です。 

 議員のお話しのとおり、子宮頸がんは、性行為において感染することや、ほかのがんに比べ

て罹患する年齢が低く、思春期を迎える女子生徒ばかりでなく、男子生徒にも正しい知識を伝

えることが大切と考えます。 

 一方、学習指導要領では、中学校２年生の保健体育の授業で１時間程度の計画なので、ほと

んどの学校では子宮頸がんに特化した授業を行えない現状もあります。茨城県医師会では、

「レクチャラーバンク」といって、様々な医療分野の講演を行う講師を各自治体や地域住民、

ＰＴＡなどで開催される研修会等に無償で派遣する取組があります。茨城県医師会に確認した

ところ、希望があれば学校に講師を派遣できるとのことです。 



 

 また、このバンクには、子宮頸がんについて詳しい講演ができる講師も登録しているとのこ

とです。実際に県のがん教育総合支援事業に応募しても選ばれない学校もあることから、この

レクチャラーバンクの取組を学校に紹介することで、子宮頸がんを含めた学校のニーズに合っ

たがん教育を行えるように支援していきたいと思います。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 子宮頸がんと言ったら、女性のみのがんではないかという認識が多

いと思います。しかし、小学校・中学校の教育の中で正しい知識をしっかりと学ぶということ

で私は今回、講演会という形で外部講師を呼んで、きちんとした形で子供たちに学んでいって

ほしいなと思い、御提案させていただきました。健康と命の大切さをしっかり育むその視点で

取り組んでいってほしいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 次に、おひとりさま支援の取組についてお伺いいたします。 

 近年、長寿化、核家族化といった社会構造の変化等により、独り暮らしの高齢の方が増加し

ております。人生１００年時代の到来が現実味を帯びる中、今後もこの状況は続くと見られ、

高齢での独り暮らしならではの不安を軽減し、安心して健やかに暮らすことのできる社会が必

要とされております。年齢を重ねるにつれ、誰しもが、退職や配偶者との死別等、人生の大き

な分岐点が待っております。独りぼっちで頼れる人がなく、人間関係を喪失することで、だん

だんと社会との関係が希薄になり、出かけることや人とのコミュニケーションの機会が減少し

ていくことも少なくありません。 

 しかし、人間にとって外出や他者との関わりはとても重要であります。それぞれが無理のな

い範囲で外出し、人や社会とのつながりを持ち続けることによって、日々の暮らしがより彩り

豊かなものとなり、このことは心身の健康にも関係してきています。独り暮らしであることが

孤独を意味することとならないよう、本人はもちろん、周囲の人や事業者等も共通認識を持っ

て、つながりを心がけていくことが大切であります。 

 そこでまず、本市の全世帯数、６５歳以上の方を含む全世帯数のうち、独り暮らし世帯数、

２人暮らし世帯数、その他の世帯として６５歳未満の方と同居の世帯数という区分でお伺いい

たします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 御質問の６５歳以上世帯の内訳につきましては、統計がございま

せん。 

 また、住民基本台帳上の世帯は、同居であっても世帯分離をしているなど実態にそぐわない

場合も多くあることから、令和２年に実施した国勢調査の結果に基づきお答えいたします。 

 国勢調査の基準日である令和２年１０月１日現在、全世帯数は３万５，１９５世帯、そのう



 

ち６５歳以上の方を含む世帯数は１万５，１１０世帯、６５歳以上の独り暮らし世帯は３，２

７４世帯、６５歳以上の方がいる２人暮らしの世帯は７，３０４世帯、６５歳未満の方と同居

している世帯は６，５７７世帯となっております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、孤独は主観的なもので、孤独感のことです。 

 孤独は社会的孤独とも言いますが、友人がいない、ほかの人と連絡を取っていないといった

客観的な状態を指します。孤独と孤立のどちらも健康に悪いということが分かってきました。

人はほかの人の態度や行動から多大な影響を受けています。そのため、近しい人が孤独の状態

に陥っていると自分の気持ちも沈んでしまい、同じように孤独感を抱いてしまうことは大いに

考えられます。また、地域や社会全体で考えても、孤独な人たちが増えていくと全体の活気が

なくなってしまい、負のスパイラルとして孤独な人たちが増えてしまいます。外出や社会交流

の促進に取り組むことが、おひとりさまの健康にとって不可欠であります。 

 そこで、このようなおひとりさまへ健康のため、孤立しているおひとりさまに対する外出支

援をどのように取り組んでいるのか、また、取り組んでいくのか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 孤立しているおひとりさまへの外出や社会交流の促進への取組で

すが、まず、外出の目的となるような取組として、生涯学習センターにおける各種講座や、社

会福祉協議会に委託して行っているフォークダンス、太極拳、健康体操などの「生きがい活

動」があります。 

 また、各行政区の集会場などにおいて、「ふれあいサロン」や「おしゃべり会」などが実施

されているところがあるほか、行政区における自主的な活動として、囲碁、将棋、卓球などの

同好会活動が行われているところもあると承知しており、そのような集会所等を地域の人々の

たまり場として広く開放している場合には、一定の条件の下で補助金を交付して活動を後押し

しております。 

 次に、外出の手段となるような取組としては、主として「かっぱ号」や、「うしタク」を運

行しております。また、一部の地区社協においては、高齢者の外出意欲を高め、健康寿命の増

進につなげることを目的として、ボランティア移送サービスが行われております。 

 コロナ禍の現状では、感染症の状況によっては一時的に実施されない取組もありますが、市

事業と地域での活動において様々な内容を実施することで、御本人の趣味や嗜好に合わせて、

お住まいの場所やお体の状態に応じた方法で、お出かけいただくきっかけになると考えており

ます。 



 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、相談体制について伺います。 

 市としてのおひとりさまの相談体制を伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 現在、おひとりさま専門の相談窓口はございませんが、全ての高

齢者向けの相談窓口といたしましては、市高齢福祉課のほか２つの地域包括支援センターを設

置しています。また、２４時間のフリーダイヤル「高齢者あんしん電話」を実施しており、介

護保険だけでなく様々な相談を受けており、内容に応じてさらに専門の窓口を紹介するなど、

総合的な対応を行っております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 おひとりさま政策課を２０２１年に立ち上げた神奈川県大和市で、

このおひとりさま政策を学ばせていただきましたので、御紹介させていただきます。 

 大和市は、高齢社会を多死社会と捉え、様々な政策に取り組み、支援を続ける中で、独り暮

らしの高齢者に大きな不安があることが分かってきたそうです。未婚の方はもちろん、パート

ナーがいても、どちらかが先立たれます。かつ核家族化が進み、お子さんが近くに住んでいな

い人も多い。そこで広く１人で暮らす高齢者や相談相手がいない方を支援する部署がスタート

いたしました。 

 おひとりさま政策課が誕生してから、困り事を受け止めてくれる人がいることに安心感を抱

いていただけているそうです。おひとりさまは情報を集めることも容易ではありません。スマ

ホの操作を知りたいときも、新しく必要になったものを買うときも、調べる手段が少ない。イ

ンターネットを駆使できる人は多くないですし、なるべく自分で解決したいけれども、どうし

たらいいのか分からないと不安を抱く人も少なくないようです。そこで、市役所の相談窓口が

相談しやすいところになっており、そこには終活コンシェルジュが週３日相談を受け付けてお

ります。 

 このように、安心して相談できる相談体制の強化の考えを伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 御紹介がありました神奈川県大和市は、おひとりさま支援として、

２０１６年に「葬儀生前契約事業」を開始し、様々な事業を展開しながら、２０２１年には、

「おひとりさま政策課」の創設と「大和市終活支援条例」の制定、そして、本年６月に「大和

市おひとりさま支援条例」を制定するなど、先進的ですばらしい取組をされている自治体であ



 

ると承知しております。 

 当市におきましても、おひとりさまは増えていくと考えられることから、そのような相談体

制が今後望まれることは想定できますが、当市全体の状況や他事業との優先順位などを見極め

ながら、現状の相談体制の中で個別の事情に配慮する形で可能なものから取り組んでまいりた

いと考えております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 可能なところから、しっかりと取り組んでいただき、次のガイドブ

ック作成について伺わせていただきます。 

 相談体制には、内容によっては別の課や専門機関をお知らせすることもあります。そうした

一人一人に合わせた対応が重要になり、全ての方の課題を解くには、全体へのアプローチも必

要だと考えます。その一つとして、おひとりさまの困り事とその解決方法をまとめた冊子、

「生活お役立ちガイド」であります。終活支援だけではなく、生活の困り事や居場所になり得

るコミュニティーの情報など、様々な内容が網羅されております。こちらを生活お役立ちガイ

ドということで大和市が作っております。ここの中を開いてみるとＱ＆Ａになっておりまして、

４こまで漫画が書いてあります。相談したい内容とＱ＆Ａという形で４こま漫画で記されてお

りまして、その隣にはどこに連絡をすればいいのかっていうことが記されており、先ほどの外

出支援の外出先の一覧表も、この中に大和市は記載されている状況であります。 

 終活支援だけではなく、生活の困り事や居場所になり得るコミュニティーの情報など、先ほ

ど示す内容が網羅されておりますが、このように漫画を多用し、文字は大きくて必要最小限な

文言で作られております。実際大和市では２万冊作って、あっという間に全てなくなってしま

い、さばけてしまい、何回刷っても皆さん大和市の市民の方は求めてくるということで担当課

のほうも、これの体制の実績をすごく大きく喜んで、異例のヒットとまで担当課は話しており

ました。 

 このように、まず、分かりやすく一目で分かる、おひとりさまも安心して暮らせるこのガイ

ドブックを牛久市も作成してみてはどうかと考えますが、御見解を伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 御質問の「生活お役立ちガイドブック」につきましては、大和市

のホームページで内容を拝見いたしました。１つの困り事に対して、見開き２ページで完結す

るようになっており、１ページを漫画で説明し、もう１ページを文章で説明する構成で、シン

プルで分かりやすいものでした。市では、それぞれの相談内容に応じたパンフレットや冊子を

市民に提供し、個別の事情に配慮する必要がある場合は、必要なところを抜粋したり、複数を



 

組み合せたりするなど、臨機応変に活用し、対応しております。 

 おひとりさまに特化したガイドブックの作成につきましては、先ほどの専門相談窓口の設置

も含めて、市全体の状況や優先順位等、様々見極めながら検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 高齢者の１人世帯は自分の終活に対しての不安の声も私のところに

届いております。安心して相談でき、また情報が分かりやすい、手元にあると助かると思って

おります。市民に寄り添っていける市民サービスを、今後も取り組んでいただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 次に、ケアリーバーの支援についてであります。 

 ケアリーバーとは、児童養護施設や里親などの社会的養護のケアから離れた子供、若者のこ

とを言います。何らかの理由で保護者と一緒に暮らせない子供たちが、児童養護施設や里親の

もとで生活していますが、高校卒業などのタイミングで自立を求められています。厚生労働省

は、ケアリーバーの実態を把握するために、令和２年度に全国調査を実施いたしました。調査

対象は２万６９０人、回答数が２，９８０件、１４．４％となっており、うち、茨城県につい

ては、調査対象が３８９件、回答数が５２件、１３．３％と、全国とあまり変わらない回答率

になっております。 

 その調査によれば、児童養護施設や里親のもとから離れた子供、若者のうち、５１．７％が

一人暮らしをしており、月々の収入バランスが、支出のほうが多いと回答した割合が２２．

９％でした。また、今後、利用してみたいサポートやサービスでは、金銭面に関する支援が２

９．０％で最も高く、次いで、住居や食料に関する支援が２６．７％でした。 

 施設などを離れたケアリーバーには頼れる親や親戚、大人がおらず、幼少期に虐待を経験し

たことによる心身の不調などから、進学後に退学や、就職したけれども離職に追い込まれたり、

孤立や困窮状況に陥ったりするケースが少なくありません。先ほどの回答にあったように、５

人に１人が施設を出た後、収入より支出が多い赤字の生活に陥っております。そして、ケア

リーバーの問題点は、孤立や困窮にあると考えます。 

 まずは、市として、このケアリーバーの把握はされているのか、伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 ケアリーバーとは、社会的養護と言われる児童養護施設やファミ

リーホーム、里親家庭での生活を経験し、自立した方のことを言います。「ケア」は「保護」、

「リーバー」は「離れた人」を意味する単語ですが、この単語を合わせた造語となっています。 



 

 保護者の病気や障害、児童虐待など様々な事情により保護者と一緒に暮らせない子供たちは、

児童相談所の措置により社会的養護を受け、高校や大学卒業などのタイミングで自立を求めら

れます。ケアリーバーとなった方の把握ですが、市では、児童相談所からの情報提供や、各部

署で相談を受ける中で、今までの生活状況や支援内容の確認から把握することがあります。現

状で把握しているケアリーバーは、児童養護施設や里親、親族の支援を受けながら生活してい

る方もいますが、経済的に困窮している方や、支援してくれる家族、親族がおらず、孤立し困

難を抱えている方がいることは把握しております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 把握されているということで、児童相談所や児童養護施設などとど

のように情報を共有されているのか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 ケアリーバーを把握するための児童相談所や児童養護施設の情報

共有についてですが、必要に応じて要保護児童対策地域協議会を開催し、児童相談所や児童養

護施設等と情報の共有、今後の支援内容の検討、支援の役割分担を行っております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、当事者を支援機関につないでいくには、どのように取り組ん

でいるのか、相談体制を伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 市における相談体制につきましては、最初に相談を受けた部署が、

お困りの内容や生活の状況を丁寧に聞き取り、他の部署につなぐ必要がある場合は関係機関と

速やかに情報共有し、連携して対応しております。例えば、経済的に困窮している場合は、社

会福祉課や社会福祉協議会につないだり、妊娠している方や、子供がいる方の場合は、健康づ

くり推進課やこども家庭課、教育委員会など、複数の関係機関の支援が必要な場合も多く、要

保護児童対策協議会において情報共有し、支援内容を協議することとしております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 経済的に困窮している場合には社会福祉協議会や社会福祉課につな

ぐということですが、どのような支援が受けられるのでしょうか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 社会福祉課や社会福祉協議会につないだ場合、自立相談支援事業



 

により、どのような支援が必要か一緒に考え、その方の御希望や状況により、就労支援、住居

確保給付金、家計改善支援、生活福祉資金貸付制度などの生活保護に至る前の支援や、状況に

応じ生活保護を案内しております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、孤立させない支援とは、市としてどのように考えられている

のか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 孤立の要因は様々であると考えております。困ったときに市役所

や社会福祉協議会を安心して相談できる場所として利用いただけるよう相談窓口の周知を図る

とともに、相談支援から、その方の状況に応じた関係機関につなぎ、地域で生活できるよう市

全体で支援してまいります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 非常に地域っていうところが大事だと私も思います。やはり独りぼ

っちで、１人でアパートに住んでいると、仕事も何もない、２４時間家の中にいる、しかし地

域の方、また、それなりの関係機関の方が寄り添っていただくことで、少しでも明るい光が差

し込んでいき、社会に出ていける自立支援というのは、とてもケアリーバーにとっては大事な

ことでありますので、それはアウトリーチ型でも必要だと私は考えております。孤立させない

ため、本人は市役所まで行くっていうことがなかなかハードルが高い。それであるならば、情

報を知っている行政機関は、アウトリーチで自立支援に向けて歩み寄る、行政も歩み寄って当

事者のところに足を運ぶということも、私は必要ではないかと思いますので、またその辺も御

検討していただきながら、このケアリーバーの方たちを守っていっていただきたいと思います。 

 そこで、要保護児童対策地域協議会との連携について伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 要保護児童対策地域協議会では、支援が必要な児童について、関

係機関と情報共有しながら支援しております。 

 また、ケアリーバーの方につきましては、社会的養護を離れた後も安心して生活できるよう

先を見据えた支援についても協議しております。市では、本人や家族の希望を丁寧に聞き取っ

た上で、要保護児童対策地域協議会の仕組みを活用し、支援に必要な内容に応じた関係機関と

連携し、継続した切れ目のない支援を行っております。 

 以上です。 



 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 継続的な支援ということと、あと答弁の中に先を見据えた支援とあ

りましたが、例えば事例挙げられるようでしたら挙げていただいて、具体的にどのような協議

をされているのか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 先を見据えた支援につきましては、社会的養護を離れた後も、ケ

アリーバーの方が生活の状況や希望に応じた支援を選択し、利用できるための方法について協

議いたします。例えば、進学する方については、奨学金等の経済的支援や相談できる窓口につ

いて、就職する方については、就職に関して相談できる地域若者サポートステーション等の情

報を関係機関で共有し、本人の状況に応じて、どのような機関がどのように支援していくのか

を協議することとしております。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 今後、子供家庭総合支援拠点が開設予定とされておりますが、この

支援拠点でケアリーバーの支援を調整機関の主担当機関として担っていただき、支援の一体性、

連続性を確保し、児童相談所との円滑な連携と協働の体制をしっかり推進していっていただき、

誰一人取り残さない社会の構築を目指していってほしいと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 次に、保育園の保護者、保育士の負担軽減について伺います。 

 保育園での紙おむつの処分についてであります。 

 まず、保育園の排せつした使用済みの紙おむつは、公立保育園、私立保育園、認定こども園

では、どのように処分されているのか伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 牛久市内の認可保育施設の使用済み紙おむつの処分状況につきま

しては、民間保育園、認定こども園、小規模保育園の計１７施設のうち、１３施設が園での処

分を実施しており、３施設は保護者が持ち帰りしております。 

 また、施設にアンケート調査を実施したところ、紙おむつを使用せず布おむつを使用してい

る施設もありました。公立保育園では、これまで園児の排せつ物を御家庭で確認することで、

保護者も健康状態を把握していただくことから使用済み紙おむつの持ち帰りをお願いしており

ましたが、使用済み紙おむつを持ち帰る際の衛生面の不安や、保育士が使用済み紙おむつを園

児別に分別する手間など、保護者及び保育士、それぞれの負担軽減の観点から意見が寄せられ

ておりました。それらの意見を基に、民間保育園施設の園での処分方法などを参考にし検討を



 

行った結果、９月１日から園での保管方法及び処分方法の準備が整った向原保育園において実

施しているところです。 

 また、残りの公立保育園３園につきましても、１０月１日から園での処分を開始する予定と

なっております。 

 今後におきましても、園児や保護者が安心して保育園を利用することができるよう施設環境

の整備に努めてまいります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 ９月１日から向原保育園で園で処分をしていただける。また、３園、

１０月１日から園で処分をしていただけるという実施になったことに、とても私もその現場に

いた時代からなぜだろうという疑問はとてもありましたので、本当に今ここで、そういう形で

また、今処分をするときに、保護者のほうは有料のレジ袋を持参したり、スーパー袋じゃなく

て、負担は本当に重くのしかかっておりましたので、汚れたおむつをお迎えのときにもらって、

その使用済みおむつを持ち、小児科やスーパーなどに立ち寄らなくてはならないということで、

本当に保護者から様々な声をいただき、またそこにはロタウイルスやらアデノウイルス、便な

どの排せつ物を通した経口感染など感染症のリスクもあるなどいろいろなデメリットが大きい

中、ようやく公立４園とも今年度スタートできるということはとても保護者にとっても、また、

保育士にとってもとてもうれしいことだと思いますが、この処分についてなんですけれども、

市が処分の実施をする場合の経費、これはどのぐらい見込まれるのでしょうか、伺います。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 公立保育園４園で使用済みの紙おむつを処分する費用の支出見込

額ですが、初期費用として、収納ボックスや蓋つきバケツなどの備品購入費用が約１８万円、

さらに処分開始後は、ビニール袋などの消耗品の購入費用が約１２万６，０００円で、今年度

は約半年分となりますが、合わせて約３０万円の支出を見込んでおります。 

 費用の支出につきましては、まずは保育園で新型コロナウイルス感染症対策を実施する事業

の予算で対応いたします。 

 なお、紙おむつの処分は、燃えるごみとして市が処分するため、費用はかかっておりません。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 次に、仕事と育児の両立支援として、手ぶら登園の導入を提案いた

します。 

 手ぶら登園とは、おむつとお尻拭きが月額定額で使い放題となるサービスで、おむつ、お尻



 

拭きが保育園に直送されます。この手ぶら当園は、渋谷区、清瀬市などの保育園をはじめ全国

２，０００か所以上の保育施設で導入されています。 

 乳幼児の育児と家事の両立は時間との闘いです。毎日着替えなどの保育園の準備、食事の用

意、保育園の送迎等様々やるべきことがある中で、どれだけのタスクを減らせるかが重要であ

ります。現状、園児ごとにおむつを管理する都合で、保護者は、おむつ１枚１枚に子供の名前

を書き、保育園に持参しなくてはなりません。保育士も、一人一人のストックの枚数の把握の

ほか、おむつが不足した場合の貸出し枚数管理も行います。こうした日々の苦労が手ぶら登園

では完全に不要となり、保護者や保育士が子供と向き合う時間を増やすことができます。 

 導入施設、保護者の満足度も高いことから、まずは、公立保育園から導入を検討していただ

きたいのですが、いかがでしょうか、お伺いいたします。 

○杉森弘之 議長 内藤雪枝保健福祉部長。 

○内藤雪枝 保健福祉部長 手ぶら登園につきましては、民間の定額利用サービスを活用し、

紙おむつやお尻拭きが保育施設に直接届くサービスを他市町村で実施していることは承知して

おります。 

 保護者のメリットとしては、おむつを持参しなくてよい、名前を書かなくてよい、補充しな

くてよいといった負担軽減が図られ、保育園におきましても、おむつの管理の手間が省けると

いったメリットがあります。 

 しかしながら、一方で、月額定額サービスといったことから使わなくても月額料金がかかっ

てしまう、おむつの銘柄や種類を選べないなどのデメリットもあり、現在、手ぶら登園を実施

する市内の認可保育施設はありません。 

 導入に当たっては、保護者からの意見や金銭面の負担等のデメリットも考慮しながら、今後

も調査研究してまいります。 

 以上です。 

○杉森弘之 議長 藤田尚美議員。 

○２番 藤田尚美 議員 この定額サービスは個人契約もできるサービスもあります。で、本

当に毎日前と後ろと横と両サイドに抱えたお母様が、おむつの重たさ、またお布団を持ってく

るそういう週末と週明けがございまして、本当に重い中、子供を抱えながらの毎日登園という

のは非常に苦しいという声がございまして、またこの定額サービスがあることすらも分からな

い、また個人で契約できるというところもあるということも、ぜひこの何かのときには周知を

していただいて、保護者が検討していただけるような仕組みをつくっていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 以上で一般質問を終わらせていただきます。 



 

○杉森弘之 議長 以上で、２番藤田尚美議員の一般質問は終わりました。 

 本日の一般質問はこれまでで打ち切ります。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれにて延会といたします。御苦労さまでした。 

                午後４時１７分延会 

 


